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アブストラクト 

本報告書では、データ集約型科学に必要な人的資源について検討を行い、特に公共部門で実施された研究

や関連する課題、およびトレーニングへのニーズに焦点を当てている。デジタル化は、科学によって推進さ

れると同時に、科学的実践のあらゆる側面に影響を与えるものである。データへのアクセスを含むオープン

サイエンスは広く推進され、サイバーインフラストラクチャーやデジタルプラットフォームへの投資が増え

ているが、これらのツールを完全に活用するために必要な研究者や研究支援の専門家が備えるべきスキルに

十分に注意が払われているとは言えない。本報告書作成の最終段階の際に起こった新型コロナウイルス感染

症拡大の事態は、データ集約型科学が極めて重要であることを浮き彫りにし、また、科学界全体としてデジ

タルの能力とスキルの強化に向けて戦略的なアプローチが必要であることを認識させた。本報告書では様々

な関係者に対する政策提言のほか、優れた取組の具体例を示している。 
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序文 

 過去10年にわたるオープンサイエンスに向けた全体的な動きの一部として、データへのアクセスやデータ

集約型研究の促進に向けた政治的関心が高まり民間の投資が増えてきた。この動きは、科学界全体にわたっ

て適用されてきた情報とコミュニケーションテクノロジーの急速な発展と並行している。これにより、新た

な科学的ブレークスルー、科学的結果の透明性と再現性の向上、そして科学と社会に全体的な利益をもたら

す革新性の向上が約束される。この約束は実現し始めているが、適切なスキルを持つ科学人材が不足してい

ることにより、多くの分野で制約が生じている。 

 本報告書は、OECDグローバルサイエンスフォーラムから委託され、次のことを特定した。  

 データ集約型科学に必要なデジタルスキルへのニーズ 

 これらニーズの進展に応じて持続可能な能力を構築するための課題 

 これらのニーズに対処するためにさまざまなアクターが実行できる政策的アクション 

 本報告書の主な焦点は、公共部門/学術研究の要件にあり、データ集約型の研究に必要なスキルの多くは、

ビジネスや業界を含むさまざまな部門間で移転できることが認識されている。本報告書では、特に公共部門

あるいは学術研究で必要なスキルを対象としたが、データ集約型科学に必要なスキルの多くは、民間や産業

界といった異なるセクター間で移転可能であることが認識されている。また、一般的なデジタルスキルや学

部教育や学校教育の役割よりも、卒業後の科学研究で必要とされる専門的な能力やトレーニングについて検

討している。デジタルスキルに関連する教育の役割はOECDやその他機関のレポートで言及されているため、

本報告書では対象としない。 

 本報告書が最終段階に入った際、新型コロナウイルス感染症が世界中の何百万もの人々の命や暮らしを脅

かし、世界は劇的な変化を迎えることとなった。これによって人々、ビジネス、国の諸機関、科学研究がデ

ジタルツールやデータへの依存度を増しているかが明らかになった。これらツールを使うためのスキルや能

力を備えている人々は、パンデミックが引き起こす大規模な混乱にうまく対処することができると言える。

パンデミックの経過を把握し、政策決定に情報を与えるために、データ集約型科学が重要であることが明ら

かになった。様々な科学分野からのデータや情報の統合や新しいソフトウェアの開発は、長期的な社会経済

的な効果のモデルを作り評価をするのに必要である。ウイルスの機能を理解し診断や治療法、ワクチン開発

に向けた基礎研究や国際協力において、デジタルツールは重要な役割を果たしている。同時に、個人データ

を回収し、リンクづけ分析するツールの能力は、新たな倫理や法的な問題を引き起こし科学や社会に重要な

示唆を与えている。 
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 研究者だけではなく、政府、産業、その他幅広いコミュニティ向けに、研究方法や成果へのアクセスを容

易にするデジタルプラットフォームを国際的な研究コミュニティが開発し、新型コロナウイルス感染症に迅

速に対応した。これらの取組は新しいものではあったが、重要な研究へのオープンアクセスを提供しうるイ

ンフラが未整備であることを示すことにもなった。新型コロナウイルス感染症に対する科学の対応が成功す

るかどうかは、適切に整理され、相互運用可能かつ保存された状態のリソースの有無にかかっている。これ

らのリソースを作り、活用するためにはスキルを有する人材が必要であり、研究支援の専門家と研究者の両

方が必要である。本報告書に記載のあるいくつかのケーススタディ（バイオインフォマティックのネットワ

ークであるELIXIRを含む）は新型コロナウイルスへの科学研究の最先端であり、デジタルスキルと能力の強

化においてそれらの経験は重要な教訓となりうる。 

 新型コロナウイルス感染症の拡大はデータ集約型科学の重要性と可能性を浮き彫りにしている。いずれの

国も科学のためのデジタルスキルと能力を最優先にし、国際的に協力して行うことが必要である。その意味

において、2019年に本報告書の初稿を作成した時よりも現在のほうが、本報告書の政策提言の重要性が増し

ている。 
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エグゼクティブ・サマリー 

 データ集約型科学は新しい時代に移りつつあり、その期待は大きい。ビッグデータ分析と新しい形式のデ

ータへのアクセスは、すでに重要で斬新な科学的洞察を提供し、イノベーションの推進力となっている。異

なる分野のデータを結びつけ分析することにより、国連の持続可能な開発目標でもある複雑な社会的課題を

科学的に分析することが可能となりつつある。データ集約型科学はより持続可能で豊かな未来への変換に必

要な新しい知識を生み出す可能性を秘めている。 

 デジタル化は、科学のすべての分野だけでなく、学術研究の他の分野にも変革をもたらしている。研究に

重要かつ新しい方向性を与えるだけでなく、研究の透明性、厳格性、公正性の向上にも貢献している。デジ

タルテクノロジーやデータへのアクセスは変革を促し、人々のデジタル能力やスキルは将来の科学的な成功

を左右する重要な決定要因となってきている。 

 OECDやその他機関は様々な産業部門で必要となるデジタル人材・能力について分析し、データ集約型科学

に特別に必要な要因を検討しており、本報告書はそれらを参照し、人文学・社会科学を含むすべての科学分

野を対象としている。 

 本報告書では13のケーススタディを掘り下げて分析し、データ集約型研究に必要なデジタル人材・能力の

改善に向けて何をしてきたのか、また、今後何が必要なのかを調査した。また、本報告書では、科学におい

て必要とされるデジタル人材が社会経済の他のセクターとはいかに異なるのかを分析ており、科学の特殊性

が必要とされるスキルへ与える影響について述べている。これら必要とされるスキルは、科学全体としてい

えるものと、ある分野や研究領域に特化するものとがある。 

 研究領域固有の専門スキルと基本的なデジタルスキル、といった共通セットを備えたデジタルスキルのあ

る研究者と、データ管理者や研究のソフトウェアエンジニアを含むさまざまな専門的な研究サポートスタッ

フの両方が必要である。研究はますますチームで行われるようになり、チーム内での能力の分担が非常に重

要になってきており、研究者に何が期待され、サポートサービスで何が提供されるべきなのかを規定するこ

とは困難であり、かつ、研究領域によって異なる。しかしながら、データ集約型科学は技術的なスキルだけ

ではなく、コミュニケーションやチームワークといった人間中心のスキルであることが認識されつつある。

多くの分野においてはまた、特に機密データを取り扱う際、倫理や法律の専門家が必要である。 

 科学のためのデジタル人材・能力を育成し維持するためには5つの主要領域を同時並行で扱う必要がある

（図表ES1参照）。政府、研究ファンド機関、学会、研究機関、大学といった多様な関係者が協力することが

必要である。 
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図表ES1：5つの主要なアクションと目標 

 

政府が行うべき取組として重要なものは以下のとおり。 

 研究にはデジタル人材・能力が必要であり、5つの主要領域を統合するには戦略的な計画が重要であるこ

とを政策レベルで認識する。5つの領域とは人材を構築し維持するために必要な以下を指す；ニーズの明

示、トレーニングの提供、コミュニティの構築、キャリアパスと報酬、幅広い外的要因。 

 ニーズに見合うトレーニング等を提供するため、国のデジタル人材・能力に何が必要で、研究エコシス

テムがどのような状況にあるか（現在の状況）を分析する。この際、海外あるいは地域での取組を考慮

し、それらを政府がいかに効果的に活用できるかを検討する。 

 変化する状況をモニタリング・評価しつつ、データ集約型科学のメリットを最適化するために必要な速

度と規模で人材を育成する取組を促進する。 

 

ファンディングエージェンシーが行うべき取組は以下のとおり。 

 デジタル人材を育成するためのファンディングメカニズムを確保する。 

 物理的研究インフラの整備とデジタル人材を育成するための戦略と投資を連携させる。 

ニーズの定義づ

け、デジタルスキ

ル、フレームワー

ク、役割

トレーニングの提

供

コミュニティ形成

キャリアパスとリ

ワードの構造

デジタルワーク

フォースキャパシ

ティの成功要因

様々な状況におけるデータ

集約型科学に必要な、主要

な能力、スキル、役割を特

定。 

研究者やサポートの専門家

に対し、基礎的なデジタル

スキルやより専門的なスキ

ルのトレーニングを支援す

る。 

新しい専門的な役割、学習

者、講師のためのコミュニ

ティの発展をサポート。 

デジタル人材の育成をより

広範な政策フレームワーク

や取組に統合。 

多様なデジタルスキルを持

ったスタッフを引き付け雇

用するため、学術的な評価

や報酬システムを変える。 
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その他にも、データ集約型科学を可能とする環境を与え、デジタルスキルを備えた研究人材の強化に向け

た努力を強固にするため、教育、オープンサイエンス、研究公正、評価といった点で政府やファンディング

エージェンシーがとりうる政策は幅広い。 

多くの国において、大学は高等教育、トレーニング、公的研究の中心的な役割を担っており、持続可能な

デジタル研究人材の育成に中心的な役割を担っている。大学は自治権を有する一方、政府やファンディング

エージェンシーが与える方針や政策的誘導に対応している。大学はデータ集約型科学に必要なデジタル人材

やスキルの強化に必要な以下の取組を前述の5つの主要領域において実施することができる。 

 研究者や研究サポートスタッフへのトレーニングの提供 

 適切な評価、認定、報酬メカニズムを備えた新しいキャリアパスの開発 

第7章に詳細を記したが、上記の取組のいくつかは既存の体制に組み込むことが可能である。例えば、大学

の図書館はデータ管理スキルの育成を促進するセンターとなることが可能であり、計算機部門はソフトウェ

アやプログラミングスキルを研究活動全体に広げることに貢献することが可能である。その他の取組は、さ

らに系統的、組織的、文化的な変化が必要となる。 

コミュニティ育成やトレーニングの提供に関し、学会、学術界、研究機関、研究インフラを含め、他の

様々な関係者が重要な役割を担っており、より詳細な提言は、第6章、7章に記載している。また、デジタル

研究キャパシティのニーズを公共部門と協力して定義化するとともに、トレーニングを提供する者として、

民間セクターの役割も大きい。 

多くの国や研究機関ではいくつかの提言をすでに実施しており、互いに学ぶことが可能である。この分野

で国際的な協力を行い、リソースや経験を共有することをすべての関係者に提言する。 
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データ集約型科学に必要なデジタル人材・スキルの構築 

1. はじめに 

 デジタルの時代は科学1の手法に変化を起こし、あらゆる研究分野はますますデータに依存している。同時

にデジタル化により可能となったオープンサイエンスに向かう潮流が台頭し、科学の厳格性や誠実さの確保

のための新しい課題が現れている。このような変化のスピードは速く、特に、これまでデータが豊富でなか

った科学的分野において人材育成に関する課題が生じている。デジタル人材は研究者、研究チーム、データ

サービスのプロバイダー、研究インフラや研究機関、といった複数のレベルで必要とされる。異なる専門的

な役割が生まれており、例えば、「データサイエンティスト」にも様々なタイプがあり、研究を支援する立

場の者もいれば、自ら積極的に研究に関与する者もいる。また、研究分野によって、必要とされる専門のタ

イプやレベルも異なってくる。 

 科学研究予算の5％まではFAIR原則（見つけられる、アクセスできる、相互運用できる、再利用できる）に

則ったデータ管理に充てるべきであり、研究現場の20名のスタッフのうち1名はデジタルのスキルを身に着け

研究をサポートできる専門性を備えるべきとの試算がある（Mons, 2020[1]）。この試算は、実験計画、デー

タの取り込み、データ管理、保存、分析、公表、再利用など研究を支援する様々な種類の専門家が、ヨーロ

ッパだけでも50万人必要であることを意味する。 

 認識されているデジタル人材の不足に対応するために、さまざまな研究分野や国で多くの取組が実施され

ている。しかしながら、それらは、バラバラでほとんど調整されていない活動であり、より戦略的なアプロ

ーチが有益となりうる。多くがデジタルスキルやフレームワーク、役割に焦点を当てているが、他方、トレ

ーニングの提供、コミュニティ形成、キャリアパスや報酬制度も重要である。データ集約型科学はチームワ

ークが重要であり対人スキルが将来の成功への重要な要因であるということが次第に認識され始めているも

のの、多くの取組が技術的なスキルを対象としている傾向にある。同様に、オープンサイエンスの新しい幕

開けにおいて、これまで研究の外周にあった倫理や法的な課題が中核のものとなりつつあり、それに対応す

る能力の必要性が増している。 

 オープンサイエンスの時代に研究者にとって必要なデジタルスキルやトレーニングに関する議論、様々な

タイプのスタッフに必要とされるインセンティブシステムやキャリアパスに関する議論が個別に行われてい

る。既に、様々な官民の関係者によって多くのトレーニング施策が提供されており、専門的役割と新しいキ

ャリアパスを定義するための措置が講じられていますが、これらが現在および将来のニーズを十分満たして

いない可能性がある。不足箇所や優れた取組を特定し、効果的な政策を策定するためには、科学における人

                                                      

1 「科学」には自然科学、社会科学、人文学が含まれている。また、本報告書では「科学」と「研究」は互換性をもって
使用している。 
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間のデジタルスキルをより体系的に検討する必要がある。例えば、アカデミアと産業界が適度に競争・協力

することの必要性や、データ倫理の重要性などは、科学分野において幅広く普及する可能性が高い人工知能

（AI）の出現によって明らかになった緊急的な課題の一部である。 

 本報告書は、OECDグローバル・サイエンス・フォーラム（GSF）のデータ集約型科学のためのデジタルスキ

ルに関する専門家グループ（メンバーはAnnex1を参照）によって作成され、科学のためのデジタルスキルを

備えた人材の育成強化に関する情報と選択肢を政策立案者に提供することが目的である。まず、本プロジェ

クトでは、本報告書において使用する重要な用語の定義と共通言語について合意した（報告書巻末の用語集

を参照）。本報告書では、まず、デジタルサイエンスエコシステムの簡単な説明とともに、データ集約型サ

イエンスのためのデジタルスキル人材の重要性、デジタルスキル人材を育成して維持するために必要な取組

について述べる。その後、分析の基礎となった13のケーススタディについて詳細に説明する。次の5つに焦点

を当て分析を行った。 

1. 定義づけの必要性：デジタルスキル、フレームワーク、役割 

2. トレーニングの提供 

3. コミュニティ形成 

4. キャリアパスと報酬の構造 

5. デジタル人材の育成・確保に有効な外的要因 

 この分析を通して、それぞれに対応する5つのゴールを特定した。多数の関係者がこれらのゴールの達成に

向けて役割を担っており、政府やファンディング機関、専門的な学会や学術界、研究機関や研究インフラ、

大学や図書館それぞれに対する提言を行う。 

 

2. データ集約型科学に対するデジタル人材のニーズについて何がわかっているのか？ 

 近年、労働市場の需要とデジタルスキルに関して様々な研究がおこなわれている。しかし、これらは主に

一般的な社会ニーズを対象とするものであり、科学分野におけるニーズに特化していない。第 2 章ではデジ

タルスキルを備えた研究人材の経済的重要性を含めた幅広い分析を検証し、研究セクターにおける需要と供

給に関する分析の詳細について述べる。テクノロジーや研究の急速な進化により、将来のニーズを予測する

ことが困難になる可能性があることを考慮しても、現在人材が不足していることは明らかである。 
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2.1. デジタルスキルを備えた研究人材に対するニーズ 

 多くの研究において、教育システムの役割と結び付けつつ、労働市場の中でのデジタルスキルが分析され

ている。多くのセクターの労働市場において、デジタルリテラシーが重要となってきており、技術的なデジ

タルスキルと対人的なスキルの両方が必要であることが指摘されている。例えば、Piatetskyは2018年に求人

広告から人材の需要拡大について分析しており、IBMが「2020年までにData Science and Analyticsの求人数

が、36万4千件近く増加し、約272万件になると予測」していたことを指摘している（Piatetsky, 

2018[2]）。 

 特に科学に目を向けると、英国がDynamics of data science skills（The Royal Society, 2019[3]）の中

で、「主要な産業界が最も経験豊富なデータサイエンティストとAI研究者の多くを雇用していることから、

メディアの報告では、学術界から産業界への研究者の自然な流れが持続不可能なレベルに達している可能性

があると示唆」していると報告した。また、求人広告を分析したところ、2013年にデジタルスキルに関連す

る求人は英国で670万人だったが、2017年には920万人となっていた（36％の増加）。 

 OECD／GSFでもまた、デジタルスキルを備えた専門家に対するニーズに焦点を当てたオープンサイエンスに

関する報告書を近年発表している。そこでは研究データレポジトリ、国際的な研究データネットワーク、科

学におけるオープンで包括的な協力が含まれている（OECD, 2017[4]; Dai, Shin and Smith, 2018[5]; 

OECD, 2017[6]）。これらの調査では、データ収集と管理、データ分析やソフトウェア開発、リーダーシッ

プ、チームワーク、コミュニケーションや問題解決など、科学のあらゆるドメインで専門家が重要であるこ

とを認識する結果となった。同様に、ヨーロッパでは、「データサイエンティストを専門家として育成し、

データシステムにより多くのユーザーを可能にする幅広いデータリテラシーを養うトレーニングにかつてな

いほど取り組む」ことが求められている（European Strategy Forum on Research Infrastructures, 

2018[7]）。 

 Charting the digital transformation of science（Bello and Galindo-Rueda, 2020[8]）では科学研究に

おけるデジタル化の本質と効果について詳細に分析している。この調査では2018年のOECDによる研究者を対

象とした国際的調査（ISSA2）に回答した約1万人の研究者を分析し、科学研究のデジタル化において次の4つ

側面を明らかにしている。 

 科学的プロセスのすべての段階でのデジタルツールとデジタル手法の適用 

 デジタル化によるデータやプログラムの共有 

 洞察を得て予測を可能とするためのデータ集約型デジタルツールの使用 

 デジタルIDの開発及び科学研究におけるオンラインコミュニケーション 
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 これらの側面は、異なるコミュニティ、分野、セクター、さらには国々が研究のデジタル化にいかに対応

しているかを比較する際に用いられる。この結果は、デジタル人材に求められる能力が分野（図1）と国（図

2）によって大きく異なることを示している。また、この調査分析では、年齢や性別などの要因にも大きく左

右されことが明らかになった。 

図1：各分野におけるデジタルスキルの要件 

 

図2：データ集約型研究へ向けた各国における課題 

 

 （デジタルスキルのある研究人材が必要となる）研究におけるデータアクセスと利用の拡大から得られる

潜在的な経済的利益の推定値は多数ある。近年では、Cost-benefit analysis for FAIR research data

（European Commission, 2019[9]）において、FAIR原則に準拠しない研究データがヨーロッパ経済に与える



13 

 

コストは全体として、年間約102億ユーロとしている。オーストラリアの公的資金による2014年の研究では、

研究成果を最大化するためのスキルの価値は、少なくとも約19億米ドルであり、最大年間60億米ドルに上る

可能性があると試算されている（Houghton and Gruen, 2014[10]）。 

 

2.2. データ集約型科学におけるデジタルスキルの需要と供給 

 高等教育部門には、ある種のスキルの需要と供給を分析するためのプロセスが十分に開発されているが、

科学研究部門の人々のデジタルスキルに特化した取組はほとんどない。科学部門における需要と供給の統計

を正確に予測することは容易でない（Ashley, 2016[11]）が、いくつかの研究はいずれも同じ方向性を示し

ている。例えば、デジタルトレーニングとスキルは需要が供給をはるかに超えている。2016年から2018年に

かけて行われた研究は次のことを示唆している。 

 米NSFの生物化学の研究者の分析では、トレーニングが最も不足していることが指摘されている：「これ

だけニーズがあるということは、NSF、大学、および他の機関がコンピューターのリソースを物理的に提

供することでは素晴らしい仕事をしたが、効果的な使用を促すのに必要なものは提供していないことを

示唆している」（Barone, Williams and Micklos, 2017[12]）。 

 オーストラリアでの生物科学インフラの分析では、データと技術の観点から研究者を分類し、さらに多

くの生物科学の研究者がデータ集約型およびバイオインフォマティクス集約型のスキルを必要とするた

め、今後5年間で大幅な変化が予想されることがわかった（Lonie and Francis, 2017[13]）。 

 日本では研究図書館のデータ管理スキルの分析を行い、41％のスタッフがデータ管理計画に精通してい

ないことが分かった（Kurata, Matsubayashi and Takeda, 2017[14]）。 

 科学における研究支援の専門家がどれだけデジタルスキルを備えているかのデータはほとんどなく、これ

らの役割に対する需要に関しても信頼のおけるデータがない。特に、異なる研究ドメインにわたって必要な

役割や特殊性を明確に定義付けることがなされていない（詳細は第5章1節を参照）。2019年にアメリカで行

われたR1大学（博士課程があり特に高いレベルの研究がなされている大学）のデータ司書に関する分析で

は、「R1大学の約4分の1にはデータ司書に特化したスタッフがおらず、次の4分の1は1名のみおり、約3分の1

は2，3名の少人数のチームが配置されている。残りのごくわずかのR1大学では4～10名の研究データチームが

ある。R1大学あたりのデータ司書の数は平均すると2名をわずかに超える程度である」（Springer, 

2019[15]）。近年のオーストラリアの研究IT支援ワークフォースの分析で、研究者をデジタルの側面でサポ

ートする職員のフルタイム当量（EFT）を換算したところ次の結果を得た。 

 60～70名の研究者の研究データ収集と分析に対し、1EFT 



14 

 

 90名の研究者の研究データ管理とスチュワードシップに対し、1EFT 

 250名の研究者のデータに関するトレーニングやアドバイスに対し、1EFT 

 100名の研究者が関与する様々なソフトウェア工学における役割に対し、1EFT 

 250名の研究者へのソフトウェア工学におけるトレーニングやアドバイスに対し、1EFT 

 ヨーロッパでは、研究の場においては20名のうち1名のスタッフはデジタルのスキルを備えた研究支援の専

門家であるべきとされ、現在の比率が不十分であるという証拠を裏付けている。ヨーロッパだけでも少なく

とも50万人の研究支援の専門家が必要であり、科学研究予算の5％まではFAIRデータの管理に充てるべきであ

ることが指摘されている（Mons, 2020[1]）。 

 科学分野全体と特定の分野両方について、デジタルスキルを有する研究スタッフの需要と供給の情報が必

要である。本報告書に記載のあるケーススタディにも含まれているいくつかのトレーニングの取組の主要な

推進力となったことからも、それら需要と供給に関する情報が重要であることは明らかである。 

 カナダの企業であるElement AIは、カナダが2018～19年にかけて大学において500名を超える大学院生に

AIのトレーニングを実施（Kiser and Mantha, n.d.[17]）したものの、さらに数千人がトレーニングを

必要としていると試算した。現在のレベルを引き上げようとするカナダの目的は、やがてカナダのAI戦

略へとつながり、トレーニング不足と国外への人材流出に対処することとなった。現在、カナダ先端研

究機構（CIFAR、表1を参照）がこの戦略の実装を担当している。 

 2014年にはSoftware Sustainability Institute（SSI）が英国のラッセルグループに属する15大学から1

万5千人の研究者をランダムに選び調査を実施した。それによると、回答者の90％以上は自身の研究にソ

フトウェアが重要になっていることを認識し、70％がソフトウェアなしでは研究することが不可能であ

ると回答した。これにより、研究に必要なソフトウェアを開発するために専門的なスキルが必要である

ことが明らかになり、SSIの重要な課題の一つとなった。 

 Carpentriesのトレーニングは、2013年のオーストラリアの生物科学コミュニティにおける調査などにお

いて特定されたニーズに基づいて構築されている。「調査対象となった研究者の60％以上にとって最も

ニーズが高いのが追加のトレーニングであるのに対し、追加の計算能力へのアクセスが必要なのはわず

か5％である…」これは他の国の生物科学研究者によって共有され、ヨーロッパのELIXIRによって明確に

認識されている（Teal et al., 2015[18]）。 

 結論として、データ集約型科学におけるデジタルスキルの需要と供給の問題について、より詳細な分析を

行うことが重要である。この文脈で、デジタル変革の測定：将来へのロードマップ（OECD、2019 [19]）は、

タスクとスキルに関する詳細調査を活用し、また、ビジネスコミュニティと協力して、スキル不足の新しい
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指標を定義することにより、需要と供給の問題に関する新しい洞察を得ることが可能であることを提案して

いる。 

 

3.デジタルスキルを備えた社会と科学のためのデジタルスキル人材 

 このプロジェクトではデジタルスキル人材に関連する問題が科学に固有のものなのか、という点が重大な

問題であった。第 3章では研究セクターの特殊性を検証するとともに、その特殊性によって、一般的に説明

できるデジタルスキルの枠を超えたスキルが必要とされるのかについて検証する。また、科学研究が多種多

様であることを考慮し、研究分野間の違いについても検証する。 

 公的な研究システムは、他のセクターでの研究とは異なった形で発展してきており、その特殊性を生み出

している。ドイツにおけるデジタル人材に関する問題の最近の分析（ドイツ科学情報インフラストラクチャ

ー会議（RfII）、2019 [20]）によれば、「科学労働市場はデジタル経済、あるいは産業における研究開発と

は異なる特性を持っている。これらの特性の中には、デジタル変革に対する変化と革新的な対応の促進に役

立つものもあれば、それを妨げる傾向があるものもある」。これらの特性については第 5 章にて検討する

が、学術界と産業界の間で人材が移動する際の障壁や、民間セクターに比べて劣っている学術界の給料やキ

ャリアパスが含まれる。 

 データ集約型研究における整合性や再現性の確保、もしくは、アルゴリズムやデータの倫理的な使用を確

保しつつ、オープンサイエンスなど新しいニーズに対応するため、デジタル人材が必要であると科学分野が

とらえていることが、次章で述べる 13 のケーススタディで明らかになった。これらの要件は、科学に固有で

あると認識されることもあれば、少なくとも他のセクターよりも科学分野では重要であると認識されること

もある。しかし、実際には必ずしもそうとは限らない。たとえば、オープンサイエンスの要件は公共部門の

研究に固有の場合があるが、再現性と倫理的な実施は、公共部門と民間部門の両方で共通であると認識され

ている。 

 このプロジェクトでは、社会全体に対して科学が異なるスキルを必要とするかどうかを分析した。欧州委

員会の「市民向けデジタルコンピテンスフレームワーク」（DigComp）2では科学における能力の関連性と妥

当性に関する評価を行った。DigCompは、研究やデータ集約型のドメインに焦点を当てたものよりも、かなり

広くより一般的なフレームワークの一例である。デジタル能力は次の5つの主要な要素から成り立っており、

それぞれが研究に応用できる一般的な能力を含んでいる。 

                                                      

2 https://ec.europa.eu/jrc/en/digcompを参照。 
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 情報およびデータリテラシー：データの参照、検索、およびフィルタリング。データソースの信頼性と

信頼性の評価。データの整理と保存。 

 コミュニケーションとコラボレーション：データの共有。参照や属性の把握。協調過程に向けたデジタ

ルツールと技術の使用。レピュテーションの保護。 

 デジタルコンテンツの作成：オリジナルで関連した新規コンテンツ・ナレッジの作成。コピーライトと

ライセンスの理解。プログラミングとソフトウェア開発。 

 安全性：個人データの保護。 

 課題解決：デジタル環境を個別のニーズに合わせてカスタマイズ。ナレッジ創出やプロセス導入に向け

たデジタルツールの活用。デジタル能力の不足を特定し、自己改善の機会を確保する。 

 DigCompのフレームワークは研究に従事する人々の全体的なスキル一式を評価するには健全な基盤となって

いる。ただし、公的資金による研究では、以下の能力が追加で必要な可能性がある（公的資金以外での研究

においても必要な場合がある。）。 

 情報およびデータリテラシー：データ評価と分析をするための統計学の理解。再現性の要件に関する理

解。 

 コミュニケーションとコラボレーション：データや情報、コンテンツの共有、デジタル市民権への参

画、協調の改善に向けたオープンサイエンスの原則の順守。参照・引用の手法に関する知見を研究デー

タやソフトウェアの参照・引用に拡大する。自身の所属機関だけではなく、アカデミック研究全般のレ

ピュテーションを保護する。 

 デジタルのコンテンツ作成：知識を伝えるためのデータや情報の可視化。 

 安全性：データの切り離し、匿名化、隔離といったツールや技術を理解し、機微データを保護する。 

 また、研究に必要なスキルの組み合わせにも違いがあり、研究が行われる分野、およびそれらが生成して

消費するデータのサイズ、タイプ、および多様性によってある程度影響を受ける（図1）。何十年にもわたり

強力な計算機の基盤を築いてきた分野では、関連する高いデジタルスキルを持つ研究者を育成する学部課程

を構築した。例えば、高エネルギー物理学、天文学、バイオインフォマティクス、医学情報学が一般的であ

るが、これらの分野でさえも、追加のトレーニングを受けたり、デジタルスキルを持つ研究支援スタッフを

必要とする場合がある。対照的に、一部の分野は計算機を使用する初期段階にあるため、その研究者は基本

的なデジタル研究スキルすら不足している場合がある。科学分野によって大規模なデータセットを取り扱う

レベルが異なり、その成熟度がデジタルに対する能力不足の規模や性質に影響を与える場合がある。特に、

計算機の使用が最近増加した分野では、基本的なデジタルスキルに対する投資を増やす必要性がある。すべ
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ての研究者の一般的なトレーニング（または基礎スキルのトレーニング）へのアプローチに影響を与えるた

め、科学分野の違いを理解することが重要である。 

また、個々の研究プロジェクトによって生成されるデータの性質と規模、研究の質問に答えるデータセッ

トを生成するために必要なデータ統合の程度により、必要なスキルは異なる。高エネルギー物理学は、通

常、配信と分析に関して技術的な課題があるが、他の多くのソースからのデータと統合することは不要であ

る。一方で臨床研究は他の臨床試験のデータ（10〜100）と統合し分析する必要があり、また、それぞれの臨

床試験においても、様々な臨床の設定におけるデータを統合しなければならない。バイオインフォマティク

スは、数千人の研究者が行った数十万回の実験結果を統合しており、天文学もデジタルに移行することで、

望遠鏡の画像が写真であった時代には不可能だった大規模な統合研究が可能となった。後者の分野では、統

合したデータコレクションの抽出が必要だが、それは高エネルギー物理学ではあまり必要とされないスキル

である。このように、スキルに必要な要素が専門的な役割と研究チームの構成にどのように対応するかは非

常に多様であり、5章1節にて説明する。 

 要約すると、科学に必要な独自のデジタルスキルまたは能力（または能力のレベル）があるが、これらは

主に社会や産業のすべてのセクターで必要とされる基本的なデジタルスキルセットの延長である。これらの

スキルは、データ集約型科学のパフォーマンスだけでなく、オープンサイエンスへのシフトや研究の再現性

確保の必要性など、その他の推進力にも関連している。学術界や公共部門の研究に固有のものではなく、ほ

とんどが民間部門にも等しく関連する。ただし、必要なスキルの組み合わせは、科学の分野やドメインによ

って異なる。 

 

4.科学のエコシステムとケーススタディ 

 デジタル人材の育成に関する科学分野での課題は、科学エコシステムの性質と関連している。国はデジタ

ル研究に必要な能力を評価および育成するためのさまざまな取組を展開しているが、それは通常、その国の

当事者や歴史、文化の独自の組み合わせが影響しており、国としてのデジタル戦略やデジタルスキル戦略、

インターネットへの接続性などの要素が含まれており、より広範な研究、社会、経済の背景が影響してい

る。独自システムの長所と短所や不足を特定する方法、および最も関連性の高い施策を支援または奨励する

ための最良の方法を検討するに際し、科学政策立案者は、自らの科学エコシステムの複雑な要素を考慮に入

れる必要がある。 

 第4章ではこのプロジェクトの一環として取り扱った13のケーススタディを紹介する。これらケーススタデ

ィは、様々な国やデジタルサイエンスエコシステムにおける取組で構成されている。 
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表1. ケーススタディ一覧 

 構造（権限） 対象 研究分野 

英国アラン・チューリング研究

所（Turing） 

研究機関（国内） 博士課程学生 すべての領域、た

だしAIに重点 

学術データサイエンスアライア

ンス（ADSA） 

大学ネットワーク

（国内） 

あらゆる研究者および研

究ソフトウェアのエンジ

ニア（RSEs） 

すべての領域 

オーストラリア国立データサー

ビス（ARDC） 

政府のプログラム

（国内） 

研究者と研究支援の専門

家 

すべての領域 

カナダ先端研究機構（CIFAR） 政府のプログラム

（国内） 

高校生からキャリアの若

い研究者（ECRs） 

すべての領域、た

だしAIに重点 

Carpentries コミュニティプログ

ラム（国際） 

あらゆる研究者 すべての領域 

科学技術データ委員会

（CODATA）と研究データ同盟に

よる研究データサイエンススク

ール 

コミュニティプログ

ラム（国際） 

ECRs すべての領域 

デルフト工科大学（TU Delft） 大学（地方） あらゆる研究者 すべての領域 

ELIXIR 政府間組織（国際） 研究者と研究支援の専門

家 

バイオインフォマ

ティックス 

GESIS-ライプニッツ社会科学研

究所 

研究機関（国内） 中堅以上の研究者 社会科学の応用 

オープンアクセスリポジトリ推

進協会（JPCOAR） 

研究ネットワーク

（国内） 

司書 すべての領域 

Millennium Institute of 

Astrophysics（MAS） 

研究機関（国内） ECRとRSEs 天文学の応用 

RSE協会 専門家（国際） RSEs すべての領域 

Software Sustainability 

Institute (SSI) 

政府のプログラム

（国内） 

あらゆる研究者とRSEs すべての領域、た

だしソフトウェア

に重点 

 13のケーススタディは、国際、国内、領域、あるいは大学や複数の大学イニシアチブによって分類されて

おり、詳細は以下の通り。 
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4.1. 国際的な取組 

 国際的な取組は、複数の国からの専門知識とサポートを活用することができ、デジタル能力の国家的およ

び制度的戦略を開発および実装するための重要な補完・支援になる場合がある。ケーススタディに含まれる

国際的な取組には、政府間およびコミュニティ主導の両方が含まれる。 

I. Carpentries 

国際プログラムであるCarpentriesは、研究者と研究支援者に向けて基礎的なデータ分析とプログラミン

グに関するトレーニングを提供している。もともとは資金を助成する形であったものが、会員登録型に

移行した。資料はすべて公開されており、事務局は資料の管理とインストラクターの認証が役割となっ

ている。資料（ライブラリ、ソフトウェア、データ）は一般的だが、学習者の専門分野と背景に合わせ

てイベントを提供している。 

II. 科学技術データ委員会（CODATA）と研究データ同盟（RDA）による研究データサイエンススクール 

世界中のどこからでも受講できる2週間のデータサイエンススキルのトレーニングイベントを開催してい

るほか、オープンで再利用可能なトレーニング資料を作成する国際的な取組。低・中所得国のニーズに

焦点を当て、該当する分野の研究者との議論を通じてコースのトピックを絞る。Carpentriesの資料を用

いることもあり、授業はチューターと地元のスタッフにより提供され、受講者は将来のインストラクタ

ーになることを奨励されている。コンテンツは低中所得国に固有ではなく、高所得国でのニーズにも合

致しており、長期的にはOECD諸国でのイベントをサポートすることにより、他地域へも提供することを

目標としている。 

III. ELIXIR 

ライフサイエンスのデータに関する国際的な分散型研究インフラであるELIXIRは、5つの技術的なプラッ

トフォームの1つを介して調整されるトレーニングを提供している。データ管理や活用に関するスキルの

トレーニングを通じ、研究者はELIXIRのサービスやツールを使用できるようになる。また、ポータルサ

イトやイベント、ツールキット、および講師を育成するための資料を公開している。 

IV. RSE協会 

英国でSSIによって設立された専門家による会員制組織であり、現在は独立。RSEが交流する場を作り、

知識を交換し、RSEのキャリアパスを改善し役割を認識するよう協働している。このモデルは国際的な

RSEネットワーク開発に関し、現在、他国でも採用されている。 
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4.2. 国内向けの取組 

ケーススタディの多くは政府の支援による取組であり、政府が直接行う場合の範囲と影響の可能性を分析

した。 

I. オーストラリア国立データサービス（ARDC） 

ARDCはオーストラリアの研究をサポートするための国家的取組であり、5つの活動分野のうちの1つに熟

練した人材の育成が含まれる。ARDCは研究機関でもあるため、研究インフラの利用を最大化するにはス

キルが必要であると認識しており、対面およびオンラインでのトレーニングと実践コミュニティの開発

を促進している。アクティビティには、講師養成のプログラムや研究ソフトウェアの専門家を育成する

ためのデジタルスキルトレーニングなどが含まれている。 

II. カナダ先端研究機構（CIFAR） 

CIFARは汎カナダAI戦略のもと、カナダのAIに関する国家の強みを維持および改善することに焦点を当

て、トレーニングを提供している。トレーニングは、優秀な大学院生向けの専門的なテクニックの取得

から高校生までと幅広く、ワークショップやカンファレンスも開催される。多くのアクティビティが若

い女性を含む、少数派グループに関心を払い、少なくとも1つのアクティビティに途上国からの学生を含

むこととしている。戦略ではAI機関や研究者の研究活動をサポートすることにより、カナダでのAI人材

の魅力、定着、育成を促進するような豊富なトレーニング環境の構築を支援している。 

III. オープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR） 

JPCOAR研究データ作業部会の研究データ管理教材開発プロジェクトは、国立情報学研究所（NII）と連携

して、日本での研究データ管理の推進を目的とし、これらの組織は、オープンサイエンスを推進するた

めの幅広い取組の一環として協力している。この活動は、開始当時は図書館員のためのデータスキルに

焦点を当てていたが、その後、その範囲を拡大した。プロジェクトでは、開発した資料に基づいてコー

スを運営しており、これには、他のソースからのオープンソースのトレーニング教材の再利用や翻訳し

適用したものを含む。 

IV. Software Sustainability Institute (SSI) 

SSIは英国のファンディング機関によって支援を受けており、研究ソフトウェアへの投資を最大限に活用

することを目的とし、その活動の一部にRSEと研究者のためのスキル開発がある。スキル開発は、ワーク

ショップやフェローシッププログラムなど、さまざまな活動を通じて実施される。RSEのキャリアパスと

専門家としての認識に特に重点が置かれ、トレーニングでは技術的スキルと人間中心のスキル（チーム

リーダーシップなど）の両方の需要に対応するものとなっている。 

V. 英国アラン・チューリング研究所（Turing） 
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データサイエンスに関する英国の全国的なイニシアチブは、研究を実施および適用し、将来のリーダー

を育成し、国民の声となって行動することを目的としている。ほとんどの取組は博士課程学生にフォー

カスしており、協力機関や大学と協力している（例：博士課程トレーニングセンター）。学際的な観点

に重点を置き、TurningはAIなどの特定の研究課題に合わせて専門的なトレーニングを提供しているが、

受講生はすでに基礎的なスキルを習得していることが期待されている。 

 

4.3. 分野別の取組 

分野別の取組は、国際的、地域的、および／または国内的な観点から分類できる。特定の分野に焦点を当

てたケーススタディとして次の3つの取組をピックアップした（上記で述べたELIXIRもこの分類に当てはま

る）。 

I. GESIS-ライプニッツ社会科学研究所 

GESISは社会調査データのアーカイブ、調査方法論およびコンピューターサイエンスの研究において、ド

イツ国内で長年にわたってその役割を果たしてきた。例えば個人用デバイスからスマートホームなど、

研究のデータソースが変化していることから、関連するスキルを対象として、一般公開のオンサイトト

レーニングや、計算社会科学に関する長期的なワークショップやサマースクールを実施している。それ

らのプログラムは最も優れたノウハウを持ち、かつ、大きな違いをもたらしうる専門的な研究分野に特

化していることが特徴である。同時に、GESISは欧州社会科学データアーカイブコンソーシアム

（CESSDA）のメンバーでもあり、社会科学の基礎的なデジタルスキルのトレーニングコースも運営して

いる。 

II. Millennium Institute of Astrophysics（MAS） 

MASは天文学における特別な課題に対応するために必要なスキルに特化した、チリの国家的なイニシアチ

ブである。天文情報学の新たな分野で必要とされるスキルには、大量のデータストリームにおいてリア

ルタイムにイベントを識別するスキルが含まれており、天文学を超えた幅広い応用の可能性を秘めてい

る。特にECRを対象とし、ワークショップや大学院プログラムを含むさまざまな活動を行っており、独自

の法的地位を持ちながらも、いくつかの国立大学との強いつながりのなかで、民間部門とのつながりを

強化する取組も行っている。 
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4.4. 大学（個別あるいは複数大学）の取組 

 大学はデータ集約型科学の人材育成において、重要な役割を果たしており大学職員はすべての（つまり大

学独自の取組だけではなく）ケーススタディにおいて中心的に関与していた。次のとおり、2つのケーススタ

ディを紹介する。 

I. 学術データサイエンスアライアンス（ADSA） 

他のケーススタディよりも新しい取組であるが、少数の米国の大学において過去にファンドされた取組

に基づいて設立された。ADSAでは研究と教育全体を通じたデータ集約型のツールと技術の教え方と使い

方をサポートしている。様々な方法があり、例えば、ハックウィーク、ミニワークショップ、過去のプ

ログラムの卒業生へのグラント（Moore-Sloan Data Science Environments）などがあり、通常は提携し

たデータサイエンス機関のキャンパスまたは大学の組織で行われる。 

II. デルフト工科大学（TU Delft） 

デルフト工科大学では大学主導で、独自のデータとスタッフに焦点を当てている。データ管理者に資金

を提供し、研究者を”データチャンピオン”として指名することで、ネットワークを通してだけでな

く、トレーニングイベントやオンライン学習を通じてスキルを広げる。データ分析というよりも、準

備、キュレーション、管理などのタスク、および一般的なポリシーを分野固有のものへ変換することに

重きを置いている。したがって、開発されたスキルは、一般的なスキルと分野固有のスキルを混合した

ものとなる。 

専門家会合のメンバーの1，2名がAnnex2 Bのインタビューの質問を使い、ビデオ会議によって各ケースス

タディの担当者にインタビューを行った。インタビューでは、政策的な示唆を持つ問題、課題、優れた取組

に関する質問を行った。また、これらのケーススタディはGESISが2019年10月28〜29日にドイツケルンで主催

した国際ワークショップでも紹介された（Annex 3）。このワークショップでは活発な議論がなされ、経験と

今後の見通しに関する意見が交わされたほか、本報告書にも含まれるポリシーメッセージと提言が発表され

た。 

 

5. デジタルスキルを備えた研究人材を育成するには何が必要なのか 

 データ集約型の科学インフラへの投資を補完するため、デジタルスキルを備えた人材が必要である。科学

分野のみに貢献するのではなく、社会のニーズにより応える人材を育成するため、社会の多様性を考慮に入

れなければならない。この人材は、長期にわたって、育成、維持される必要がある。この目的に到達するに

は次の 5 つ、ニーズの定義化、ニーズへの対応、規模拡大、持続可能性の確保、変化の促進、が重要であ

る。5 章ではそれぞれについて述べる。 
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5.1. 定義化の必要性：デジタルスキル、フレームワーク、役割 

 2 章 2 節に記載した通り、多くの国や研究分野では、科学に必要なデジタルスキルと全体的なデジタル能

力のトレーニングに対するニーズが満たされていない。ここでは、デジタル能力のフレームワークの使用

や、これらが新しい役割とどのように関連しているかなど、データ集約型科学に必要なデジタルスキルを特

定する方法について説明する。これらを理解することは、政策立案レベルで特に有用であり、より効果的に

目標を定め、適切な政策を設計することが可能となる。 

 科学に必要なデジタルスキルには、専門的な特殊スキルと基礎的なスキルの両方が含まれる。特殊なデジ

タルスキルのニーズは分野ごとに異なり、分野や新しい技術や政策のニーズに応じて進化する。同時に、一

般的かつ基本的なデジタルスキルは、理想的には学部の科学教育に組み込まれるべきだが、現在はそのよう

になっていない。これらの基本的なスキルには、オープンサイエンスと研究の社会的説明責任に関連する幅

広い概念とプロセスを組み込む必要がある。 

 データ集約型科学に必要とされるものとして一般的にリスト化されているデジタルスキルは、複数のカテ

ゴリに分類されるが、使用される用語とカテゴリは統一されていない。たとえば、FAIRデータ専門家グルー

プが作成した「Turning FAIR into reality: FAIRデータに関する欧州委員会専門家グループの最終報告と行

動計画（European Commission、2018 [21]）」によれば、能力の2つの主要な領域をデータサイエンスとデー

タスチュワードシップとし、以下のように定義づけている。 

 データサイエンススキルはコンピューターサイエンス、ソフトウェア開発、統計、可視化、機械学習

によって構成されていると理解されている。また、計算インフラや情報モデル、アルゴリズム、情報

統合の知識も含んでいる。 

 データスチュワードシップはデータが適切に管理、共有、および研究ライフサイクル全体とその後の

ストレージで保存されるようにする一連のスキルである。これには、アクティブな調査プロセス中

に、データセットの不整合を取り除くためのデータクリーニング、データの整理と構造化、メタデー

タの追加またはチェック、およびデータ管理の問題の解決が含まれる場合もある。 

 推察するに、データサイエンティストとデータスチュワード（データ管理者）の両方が必要で、それに応

じてキャパシティビルディングの取組に焦点を当てるべきと結論づけられるかもしれないが、これは、スキ

ルと役割の間の複雑な関係を単純化しすぎているように思われる。それらは科学コミュニティのさまざまな

場所で異なる役割を果たしている。データサイエンス、およびその派生物であるデータサイエンティスト

は、コンセンサスを得た定義づけが特に難しい用語であり、それらの定義と使用法は分野によって異なる。

これらのあいまいさが原因で、データサイエンティストという用語は、政策または計画の観点であまり使用
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されていない。これは包括的な用語であるため、科学人材におけるデジタルスキルの状況を評価するには、

その中身をさらに分析する必要がある。これに関しては、図3を参照してほしい。 

多くの取組において、デジタル能力をリスト化し、またはフレームワークを作成している（OECD, 

2019[22]; European Commission, 2017[23]; FAIR4S, 2019[24]; Research Data Alliance, 2015[25]; 

Demchenko, Belloum and Wiktorski, 2017[26]; Molloy, Gow and Konstantelos, 2014[27]）。 

特に研究に関しては、EDISONプロジェクトは「データサイエンティスト」のスキルと能力の包括的なフレ

ームワークを構築する初期の試みであった（Demchenko, Belloum and Wiktorski, 2017[26]）。より最近で

は、EDISONプロジェクトの作業がさらに強化され、データスチュワードシップに関連する能力が含まれるよ

うになり、その結果、より広い背景での再利用が見られる。 

 これらのフレームワークは奥行きと柔軟性の点で異なる。FAIR4Sなどのフレームワークでは繊細なアプロ

ーチがとられており、特に能力やスキルを様々な成熟度レベルに分類している。FAIR4Sでのレベルとは、初

級（認識／理解）、中級（適用できる能力）、エキスパート（このスキルの実践できる能力）である。そし

て、役割の中にはそこで期待されるスキルと成熟度合いのレベルの両方が含まる。例えば、ライフサイエン

ス分野では、データ管理者のタイプを責任や作業ごとに分類した（Scholtens et al., 2019[28]）。 

 デジタルスキルのフレームワークは、不完全性があるものの、政策立案レベルで特に価値がある。適切な

フレームワークは、あるレベルの専門知識を持つ特定のスキルを持つ人々が国や地方で必要とされる人数を

特定するのに役立つ。フレームワークの種類によっては、これらのスキルを習得する方法、たとえば、正式

な教育、自己学習、メンタリングなどがあり、適切な政策介入をより効果的にすることができる。本プロジ

ェクトの初期段階で、データ集約型研究に必要な主要スキルと役割を簡略化した。この「メタフレームワー

ク」はAnnex2にあるインタビューの質問事項に含まれており、個々のケーススタディの焦点を明確にするた

めに使用した。このメタフレームワークは、データ主導型研究で必要とされる人材のそれぞれの役割や研究

の各プロセスにおいて必要とされるスキルを表している。このフレームワークはケーススタディ全体を比較

するのに有用であったが、各ケーススタディのインタビューを進めるうち、個々の研究分野の特異性を反映

し、事例ごとにフレームワークを修正する必要が生じた。このことは、研究のためのデジタルスキルを議論

する際、フレームワークを用いることが有用であったことを示している。 

 スキルを定義することにより、新たな専門職の役割を明確化することが可能となる。図3は、データ集約型

科学のために必要な4つの領域を示している（本報告書巻末の用語集を参照）。これらの領域は、データやソ

フトウェアだけでなく法的・倫理的な要素を含んでいる。また、この図では、必要とされるスキルよりも、

役割や責任を表している。したがって、データを担当するデータ管理者はデータ使用の法的および倫理的影

響を完全に理解する必要があり、ソフトウェアエンジニアリングを担当するRSEは研究目標を、分析を担当す

るデータアナリストはソフトウェアを理解する必要がある。研究者の役割は研究の領域と研究チームの規模
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と構造によって変化する。大規模なチームでは、研究者とデータアナリストの役割は明確に区別されている

が、それ以外の場合では、あまり区別されず同じ役割を担っている場合がある。 

図3 役割と責任を表すベン図 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Simon Hettrick 氏（SSI）が本プロジェクトのワークショップを通して独自に作成したもの 

 

 専門職の役割を定義付けることは重要であるが、明確に定義することは容易ではない。データ集約型科学

のためのデジタルスキルのある人材へのニーズは進化し続けているため、本プロジェクトでは、特定の職務

内容を定義することよりも、スキルや能力、チーム内での配置について議論した。実際には、データサイエ

ンティスト、RSE、データアナリスト、データ管理者、データマネージャー、データ司書、デジタルキュレー

ターなどはさまざまな能力を持っているが、これらの肩書きを持つ人材は、それぞれの専門分野に基づいた

異なるスキルセットを備えている。小規模な研究チームではジェネラリストが必要となるであろうが、大規

模な場合は専門家の方がより必要だろう。一部の環境では、研究チーム外のグループまたはサービスプロバ

イダーによって専門スキルが提供される場合があり、例えば、研究機関のデータリポジトリ機能の場合が該

当する。したがって、すべての研究グループは、特定のスキルを持つ人々にアクセスする必要があるが、す

べてのスキルを保有する必要はない。これは、外部の技術インフラとスキルに依頼して一人で研究を実施す

る研究者の場合はなおさらである。 

 必要なスキルと役割を定義することは容易ではないものの、政策立案やトレーニングだけでなく、専門家

コミュニティと関連するキャリアパスの確立にとっても重要である。特に学術界は、デジタル人材には合致

しない形で組織化されており、必要なスキルと役割を定義することは有用である（5章3節および4節を参

照）。データ集約型科学に必要なスキルの評価は、研究ガバナンスにも幅広い影響を与える可能性があり、

例えば、倫理と法的問題の重要性は、研究者や研究サポートの専門家だけでなく、治験審査委員会の構成に

も影響を与える（Grant and Bouskill、2019 [29]; OECD、2016 [30]）。 
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Box 1. デジタルスキルのニーズの定義 

スキルとトレーニングのニーズを定義するアプローチを以下のケーススタディで例示する。 

 アラン・チューリング研究所は英国の大学と協力して、科学へのチームアプローチ、コミュニティ開

発の必要性、コラボレーションに焦点を当てた対人スキルの重要性を認識するプログラムを作成。こ

のプログラムは、博士課程学生を研究所のコミュニティに参加させ、他のメンバーと協調する環境で

働かせる。このプログラムにより、新しいトレーニングや研究機会を提供するとともに、国内のデー

タサイエンスやAIスキルの引き上げや将来のデータサイエンスやAIのリーダーを育成することを目指

している。 

 科学技術データ委員会（CODATA）と研究データ同盟による研究データサイエンススクールは、低~中所

得国から30〜60名のECRが参加する2週間のコースを毎年増加させている。コースのコンテンツは

Carpentriesのものをかなり利用しているが、過去の受講者や現在の受講者と共同して開発を続けてい

る。受講者の一部はコースのチューターになる。また、トップダウンで内容を作るよりも、コミュニ

ティのニーズを強く取り入れるようにしている。 

 カナダのAI戦略の一環として、CIFARでは、すべての科学分野における機械学習（ML）とAIを対象とし

ている。この例としてトロント大学ビジネススクールでのMLプログラム3などがある。また、AIとMLが

ある分野でどう適用しうるかを特定する目的で、研究者と機械学習の専門家の間のワークショップや

プロジェクトもサポートしている。 

 GESISは研究データインフラであり研究実施組織でもあるため、コンテンツを利用する研究者からのニ

ーズを把握し、提供するトレーニングを継続的に改善している。また、スマートデバイスからのデー

タといった新興領域を対象とする資料の開発に注力するなど、データ環境のより大きな変化に対応し

ている。 

 

5.2. トレーニングの提供 

 デジタル人材の育成には、適切なトレーニングを提供することが不可欠である。第 2節では、トレーニン

グに利用できる様々な教授法や学習法、トレーニングの取組を拡張する際の課題、デジタルスキルを有する

人材の多様性促進を目指したトレーニングの必要性、トレーニング提供に関する民間セクターの役割につい

て検討する。 

                                                      

3 当該プログラム、および類似のプログラムはカナダのベクター研究所（Vector Institute）の AIプログラムのリストに
記載されている（Vector Institute, n.d.[94]）。 
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 ケーススタディでは、どの程度需要に見合った利用可能なデジタルスキルのトレーニングを提供できるの

か、増え続ける需要を満たすためにどうやって組織を拡張するか、といった課題がよく見受けられた。トレ

ーニングを提供するトレーナーの大半は認定されておらず、トレーニングの専門知識や貢献が認められない

ことがよくある。いくつかのケーススタディでは、大量のボランティアを動員してトレーニングを提供して

いるが、これは長期的な持続可能性に懸念が残る。これらの取組は予算が限られており、トレーナーに賃金

を支払うことができていない。なお、トレーニングは無料で提供されていることが多い。最近のオーストラ

リアの世論調査では、さまざまなデジタルスキルに関する 79 の研究トレーニングイニシアチブに対して、ニ

ーズにどれだけ応えられているかを質問したところ、イニシアチブの 75％以上で需要が供給を上回り、うち

9％は供給の 5倍以上の需要があった4。 

 デジタルスキルの習得とスキルアップには、さまざまな教授法や学習法があり、研究者と研究サポートの

専門家の両方がスキルアップすべきスキルの一部は、学部教育に手を入れることによって最終的に達成され

る可能性がある。ただし、適切な基盤スキルが学部の科学教育に組み込まれたとしても、デジタルツールは

急速に進化しているため、大学院のトレーニングが必ず必要となり、修士課程と博士課程の両方に正式に組

み込むほか、より即応性の高い臨時的なプログラムが必要となる。伝統的なコースワークのアプローチか

ら、大規模なオープンオンラインコース（MOOC）、実地研修、ハッカソン、サマースクール、会議、ハッキ

ーアワーなどのドロップインセッション（4章のケーススタディを参照）に至るまで、さまざまなタイプのト

レーニングがある。デジタルスキルの優れた基盤を提供する正式な認定コースと、テクノロジーとメソッド

の進化に伴うスキルアップを保証する非公式のトレーニングが互いに補完し合うことが理想である。デジタ

ルの進化スピードを考えると、デジタルエコノミーに関係する多くのセクターにいわれているように、研究

のためのデジタルスキルの習得も生涯学習としてサポートされるべきである。 

 デジタル研究エコシステムの重要な部分を占めるコミュニティや草の根組織にとって、共通して問題とな

るのがトレーニングの規模拡大である。主流の組織が対応していない課題や、組織や国を横断する課題に対

応するため、例えば、Carpentries、CODATA-RDA研究データサイエンススクール、RSE協会などは設立され

た。 

 人材育成では、科学の生産性を向上させるだけでなく、社会ニーズにも対応するため、社会の多様性を反

映した人材を育成する必要がある。デジタル世界におけるジェンダー間の不平等については『デジタルジェ

ンダー格差の解消』（OECD、2018 [31]）などの報告書が指摘しており、より多くの女性を取り込むには政策

的な介入によって道が開くかれる可能性がある。（デジタル）ジェンダー格差を埋める教育とトレーニング

の基本的な役割は、ICTの使用、スキル、学習を促進し、教育者に権限を与え、彼らを積極的に巻き込むな

                                                      

4 アンケート調査は 2019年のオーストラリア e研究スキルワークフォースサミットにて行われた（Australian Research 
Data Commons, n.d.[95]） 
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ど、体系的なアプローチが必要である。いまや、デジタル（そしてより広義には科学、技術、工学、数学）

でのジェンダーの多様性を促す取組はさまざまあり、他の種類の人材の多様性も、データガバナンスのCARE

原則（Research Data Alliance International Indigenous Data Sovereignty Interest Group、n.d. 

[32]）などを通じて対処され始めている。 

 非営利を含む民間セクターは、この人材の育成を支援する公共部門のパートーなーとして、またデジタル

スキルのある研究者の雇用主としての重要な役割を担っている。これは、メンター制度やインターンシップ

などの実地研修の機会が採用されている人工知能などの「ホット」な分野で特に当てはまる。DataCampやカ

ーンアカデミーなどのデジタル研究スキルトレーニングの商業的な取組もまた、エコシステム全体の重要な

部分である。 Google、Microsoft、Amazonなどの多国籍企業も、ECRへの財政的支援や就職機会の提供、

Google Summer of Codeなどへの学生の参加など、さまざまな方法で関与している。 

Box 2. デジタル人材・能力に関するトレーニング例 

 デルフト工科大学は、エジンバラ大学、デジタルキュレーションセンター（DCC）、Research Data 

Netherlandsと提携して、研究データ管理に関するMOOCを開発している。このコースでは、組織におい

て研究を改善するための効果的なデータ管理サービスの開発と提供について学ぶことができる。 

 Carpentriesでは、インストラクター養成プログラムを通じて教育学および包括的な教育実践における

デジタルスキルを持つ研究者を養成するといった、講師育成モデルを使用している。これにより、ト

レーナーはCarpentriesのワークショップを効果的に開催し、教えることができるようになる。2019年

現在、この訓練を受けたボランティアのインストラクターは世界中で約2,000名以上おり、約600のワ

ークショップを開催している。Carpentriesのワークショップを受講したものは、トレーニングとアプ

ローチを高く評価しており、一部はインストラクターになる場合もある。 ELIXIRには、バイオインフ

ォマティクスに焦点を当てた同様の講師育成型のプログラムがある（Morgan et al., 2017[33]）。 

 CODATA-RDA研究データサイエンススクールは、低所得国から中所得国のニーズに焦点を当て、パート

ナー組織や機関がさまざまな場所でスクールを運営しやすくなるよう、国際ネットワークの発展を目

指している。年会がイタリア・トリエステで開催されるほか、ブラジル、ルワンダ、エチオピア、ア

メリカ、オーストラリアの地元のパートナー機関と共同でもイベントが開催されている。 

 Carpentriesはまた、デジタルツールへの民主的なアクセスの一環として、多様性にも焦点を当ててい

る。9つの中核的な価値観の中には、すべての人を包括的に、すべての人がアクセス可能に、そして多

様性を通した強靭さ、が含まれている。これらに向けた行動は、『公平、包括、およびアクセシビリ

ティに関するロードマップ（The Carpentries, 2019[34]）に含まれている。 

 CIFARは全体的な目標の1つとして、デジタルスキル人材におけるジェンダーの平等と多様性の促進を

掲げている。この目標に向けて、AIの意識を高める女子学生向けのプログラムや若い女性向けのプロ

グラムを支援している。 
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5.3. コミュニティ形成 

 専門的なコミュニティは、共通の関心を持つ多様な人々が集まり、様々なレベルでの変化を達成するとい

う観点から、デジタル人材の進展のために重要な部分を占めている。コミュニティは、カリキュラムの標準

化から、ベストプラクティスと相互サポートの共有、またはキャリアパスに関する政策への影響まで、さま

ざまな点に関係する。3節では、トレーナー、学習者、リーダーそれぞれのコミュニティを支援する必要性

など、コミュニティ形成に関連する問題を検討する。 

 RSE、データスチュワード、司書など多くの専門家コミュニティが「ボトムアップ」の形で形成され、特定

のスキルを持ったグループや役割があるものとしてますます認知度を高めている。政策的な観点から言え

ば、英国のTechnician Commitmentはコミュニティが科学の外でどのようにサポートできうるかを示す良い例

である。これは英国研究会議の主導によるセクター全体のイニシアチブであり、研究に携わる技術スタッフ

が直面する主要な課題への取組を支援するものであり、毎年5％の割合で増え続ける技術者の需要に応えるた

めに創設された（Science Council, n.d.[35]）。英国中の大学や研究機関がTechnician Commitmentの取組

を支援しているため、すべての分野で技術者の可視性、認識、キャリア開発、持続可能性が向上している。 

 トレーナーのコミュニティは、知識の伝達や相互学習、カリキュラムや評価方法の共同開発、トレーニン

グ資料の再活用の促進、といったさまざまな点で価値がある。トレーナーは通常ボランティアであるため、

トレーニングの仕事に対する認知や信用という点で課題に直面する。単位認定もまた困難である。各所での

講師養成プログラムの一部として、トレーナーのコミュニティ形成や支援を目的とした取組が多くあり、

Carpentriesの中核でもある。別の例では、人文・社会科学分野におけるオープンクラウドプロジェクト

（SSHOC）に関連する研究者と研究支援の専門家が今まさに講師養成ツールキットを開発中であり、SSHOCト

レーニングネットワークを確立しているところである。 

 ボランティアによる労働力がトレーニングを拡大するにあたっての主要な課題であるものの、十分に認識

されていない。ScrogginsとPasquettoはデータサイエンスを支えるこの見えない労働力に焦点を当てた分析

を試み、「データ集約型科学の技術的な側面の裏には目が回るほどの労働力が隠されており、その成果の一

部はスター研究者が脚光を浴び、残るほとんどは計算機と組み合わせて舞台裏で進められる」と記した。オ

ーサリング、管理、維持、アーカイブ、協力、といった5つの主要な領域で目に見えない労働力を特定し、

「データ集約型科学を完全に理解するには、すべての形式からなる科学的な労働を考慮に入れる必要があ

る」とした（Scroggins and Pasquetto, 2020[36]）。 

 デジタルサイエンスのリーダーのコミュニティも、特にリーダーシップのスキルを磨くプログラムや、意

思決定者としてのフォーマルあるいはインフォーマルなネットワーク形成を通して現れ始めている。ベスト

プラクティスを共有し、ソリューションに向けた国際的な協力へ主要なインフルエンサーを集めることは重

要であり、これらのコミュニティは成長し続ける必要がある。「意思決定者向けのオープンなデータ駆動型
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科学」は、生物科学や生物医学分野における意思決定者をターゲットにしたイニシアチブであり、彼らは、

オープンサイエンスやデータ集約型科学の新しい発展について広く理解することを必要としている。トレー

ニングではファンディングエージェンシーやプログラムマネージャー、グラントの評価者、研究者、教育者

など、データ統合やソフトウェア開発、大規模計算機の利活用を含む研究申請書やトレーニングカリキュラ

ムを評価する者も注目している。 

Box 3. デジタル人材に関するコミュニティ形成例 

 ADSAはアカデミックなデータサイエンスのリーダーシップを支援しており、データサイエンスを大

学の研究と教育の全領域に統合するために必要な、制度的な変化を共有し、促進している。また、

それに向けた共通課題に対するアイディアやソリューションをより良く共有するために、コミュニ

ティ形成やネットワークの組織づくりを行っている。プログラムでは白書やデータサイエンスコミ

ュニティサミット（あるいは会議）を通して学んだことの共有や、大学キャンパスのデータサイエ

ンス施設での年次総会、あるいは大学全体にデータサイエンスの実務を広げるためのMoore-Sloan 

Data Science Environmentsプロジェクト同窓会の支援、といった内容が含まれている。 

 SSIのフェローシッププログラムは、自身の研究領域で研究ソフトウェアをより良く活用することを

希望する研究者にファンドを提供するものである。ファンドが与えられる期間は「フェロー」を名

乗ることができ、その他のすべてのフェローとつながり、シニアになってもコミュニティを形成す

ることができる。SSIフェローの一部はいまやリーダーの位置についている。 

 RSE協会の取組はコミュニティ形成の成功例として、また、新たな役割を担う専門家の例として紹介

できる。この新しい専門的な社会はヨーロッパ、アメリカ、オーストラリアに見られ、RSEが学術界

での役割を認められ、適切な恩恵を受け、キャリアの機会をもつ必要性が求められている。 

 CODATA-RDAは孤立した環境で作業を行う個人が受講していることが多く、このスクールで初めて同

様のスキルを持ち研鑽を積む受講生と作業する機会を持つこととなる。それゆえ、受講生が独自の

コミュニティネットワークを作り、さらに成長できるようにしている。スクールが計画したもので

はなかったが、このコミュニティの価値は受講生や主催者によって認識され支持されている。 

 

 コミュニティ主導のイニシアチブは相互サポートや学習を提供し、個人がデジタルスキル人材の成長の中

で果たしうる基本的な役割を強化するのに役立つ。様々なステークホルダーによるオープンサイエンスの実

施に向けた、実効的な取組を奨励するために、欧州委員会が設立した「オープンサイエンス政策プラットフ

ォーム」もまた、個人の行動を強調している。このプラットフォームは機関や個人がオープンサイエンスを

実現するには何をすべきか、自身の権限の中でコミットするにはどうすべきか、を検討することを促してい

る（Méndez, 2019[37]）。 
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5.4. キャリアパスと報酬の構造 

 データ集約型科学に必要なデジタルスキル人材を構築し維持するには、キャリアと報酬構造に注意を払う

必要がある。多様な学歴を持つデジタルスキルを備えた研究者に新たな役割が生まれており、これをサポー

トするには適切な人的資源構造と方針が必要である。 

 デジタル技術を備えた研究者だけでなく、特にデータスチュワードやRSE（5 章1節を参照）など研究サポ

ートの専門家に対する需要がある。さらに、司書、アーキビスト、キュレーターといった歴史的にも科学的

な情報管理の分野で非常に重要な役割を果たしてきた研究サポートの専門家は、デジタル資産の調整と管理

において新しい役割を担い、新しいスキルを身に着ける際に「デジタル」という接頭辞を用いている。個々

の研究者はこれらのサポートスタッフに求められているデジタルスキルの一部を備えているかもしれない

が、程度の違いはあるにせよ、これらのサポート的な役目を研究チームの一部としてみなしている場合があ

る。 

 新たに現れたデジタルスキルを有する専門家の経歴は様々である。例えば、一部のRSEは自身の研究を発展

させるためにソフトウェアの開発に時間を費やしているような研究者としてキャリアをスタートさせてい

る。彼らはこの作業を楽しんでおり、専門的なスキル開発に時間や労力を投じてきたため、継続的にソフト

ウェアや研究での使用法に注力している。その他にも、より従来型のソフトウェア開発のバックグラウンド

から始まったが、研究を進めるうちにソフトウェアを使った研究に引き込まれる人もいる（Software 

Sustainability Institute, n.d.[38]）。それぞれのスキルの価値を認識し、成長する機会を与えることが

重要である。ただし、これらの新しい専門的な研究支援の職種に必要な長期的なキャリアパスは、非常にゆ

っくりと出現しているにすぎない。 

 研究者と研究サポートの専門家の両方に対して、デジタルスキルの習得と適用を促し見返りを与えるよう

な、インセンティブを与えるメカニズムが必要である。これには多くの報告書が出されており、学術界にお

けるデジタルスキルを持った専門家へのインセンティブやキャリアパスの欠如が強調されている（Berente 

et al., 2018[39]; Working Towards Sustainable Software for Science: Practice and Experience, 

n.d.[40]）。 

 本報告書で前述したように、特に人工知能などの「ホット」な分野で、デジタルスキルのある人材をめぐ

って、学術セクターとその他セクターで獲得競争がある。トレーニングの提供に関しては、異なるセクター

である程度協力しており、ケーススタディの一部で示しているように、人材交流のスキームや学術界と産業

界での併任といった好例がある。学術界は給与の面で競争に勝つことは難しいかもしれないが、学術界の研

究環境はデジタルスキルのある人材にとって、自身のキャリアの様々な段階において魅力的である。しか

し、現在のところ、産業界と学術界の間、あるいは専門職としてのキャリアパスとアカデミックでのキャリ

アパスの間を移動することは困難である。繰り返しになるが、商業的な研究環境でいくら成功しても、科学
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雑誌への掲載がない限り、学術界でキャリアを得ることは非常に困難であるという、「学術的な履歴書」へ

の期待が主な障壁の一つとなっている。デジタルスキルを念頭に置いた際、この「学術的な履歴書」はあら

ためて検討の余地がある。 

 これらの問題に対応するには、従来の伝統的な学術的な昇進の基準を相応に適用させる必要がある。採

用、昇進、テニュア期間の見直しにおいて、成果発表と同様にデータやソフトウェアも科学のアウトプット

や資産として認識される必要がある。これは何ら新しい問題ではなく、「研究評価に関する宣言」（DORA, 

2012[41]）においても研究評価にはすべての研究成果のインパクトの価値だけでなく、データセットやソフ

トウェアを含めて検討することが求められており、一部の国では実際に取り入れ始めている。しかし、学術

界で根強く支持されているのは成果発表のアウトプットをもとに、個別の学術研究の価値を測りリワードを

与えることであり、データ、ソフトウェア、アルゴリズム、コードといったデジタルのアウトプットの価値

を認識するのはまだまだ限られている。 

Box 4. キャリアパスと報酬構造の改善例 

 TeSSはELIXIRコミュニティの登録システムであり、トレーニングの提供者がイベントや資料を登録

し、著者のクレジットと所有権の帰属を円滑に進めるようにしたものである。2019年4月のトレーニ

ング・プラットフォームには1,208の資料、289のイベント開催情報、9,200を超える過去のイベント

へのリンクが張られている（Europe's distributed infrastructure for life-science data, 

n.d.[42]）。 

 デルフト工科大学は大学内のデータ管理者の育成に特に重点を置いている。2016年以降、すべての

学部は研究データ管理が必要な研究にデータ管理者を配置した。これは、2017～2018年に行われた

約700名のスタッフを対象とした調査において、研究のデータ管理を改善することが最もインパクト

が大きいことが明らかになったことを受けて行われた。データ管理者は一般的なトレーニングの中

核を提供することから始め、次に個別分野のトレーニングが続く。各学部にデータ管理者のポスト

を確立したことにより、このようなスキルを持つ専門家が研究に貢献しているという認識を強め、

彼らのキャリアパスを構築することにもつながった。 

 CIFARが重点を置くのは学術界とユーザーの間の緊密な協力関係である。AI Research Chairプログ

ラムに選出された80名もの研究者は、産業界とのクロスアポイントメントとなっている。カナダAI

戦略によって支援を受けるAI機関は学術界、産業界、イノベーターの間の相互作用、アイディアの

交換、協力を促進することが期待されている。 

 MASは大学に付属しているものの、法的に独立した権限が与えられており、柔軟に人材を管理するこ

とができる。MASは大学と比べて給与に柔軟性があるため、産業界との競争に直面しつつもデジタル

スキルを持つ人材を採用・確保することができている。 
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5.5. デジタル人材に関する外的要因 

 本報告書は科学活動に焦点を当てているが、より幅広く研究や社会的、経済的な状況下に置かれている。

デジタルスキルのある研究人材の育成は、オープンサイエンスの支援や研究公正に関するガイドラインとい

った、幅広い政策と関連している。同時に、これらの幅広い政策の目標を実現するには、強力なデジタル人

材が必要である。5節では幅広い政策や、デジタル人材の育成にプラスの影響を与える外的要因について検討

する。 

 科学研究が影響を受ける幅広い社会経済的な環境を理解することは重要であり、これら社会経済的な環境

は、デジタル研究人材の育成に影響を及ぼす以下の複数の要素に分類することができる。 

 経済的環境（オープンサイエンスやオープンデータファンディング） 

 民主的な環境（デジタルリテラシー、労働市場） 

 技術的環境（デジタルコネクティビティ―） 

 法的かつ政治的な環境（オープンサイエンスポリシー、データベースの法律） 

 グローバル・国際的環境（国際関係は国がどの程度デジタル人材育成の取組に協力するかに影響す

る） 

 教育システムのすべてのレベルにデジタルスキルのトレーニングを取り込められるかが、主要な成功要因

なのであり、これは適切なスキルを持つ学生が研究キャリアに進むためのパイプラインを作りうる。この文

脈において、ハンガリーのデジタル教育戦略を引用すると、ここでは教育システムの全レベルでセクターご

との戦略や専門的な目標と調和させつつデジタルリテラシーを高めることを目的としている（EC/OECD, 

2020[43]）。同様に、ポルトガルの省庁間合同のデジタルスキルに関する国家イニシアチブe. 2030は、デジ

タルスキルを未来志向の社会への道を切り開くツールとして発展させることを目標としている（EC/OECD, 

2020[43]）。 

 科学政策における国内的及び国際的な幅広い傾向は、デジタルスキルの習得の根拠となっており、13のケ

ーススタディの成功要因となっている。また、透明性と開放性を確保し再現性を担保することは、重要な推

進力となっている。例えば、公開での精査に耐える再現可能な結果を生成することは、デジタルスキルを持

つ人材やオープンデータへのニーズを生み出している。オープンな研究手法が支援され、奨励され、報酬を

受ける制度が拡大しており、これらは全てデジタルスキルを有する人材を必要としている。 

 幅広い研究エコシステムのその他の部分でもデジタル人材の展開にプラスの影響を与えうる。いくつかの

ケーススタディではデータやコードにアクセスできるジャーナルの出版社といった機関が研究コミュニティ
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の行動に主要な影響を与えており、関連するデジタルスキルの需要を増やしているとしている。同様に、オ

ープンソースソフトウェアの普及が、デジタルスキルの必要性の認識を高めている。 

Box 5. 成功要因とデジタル研究人材育成 

キャパシティビルディングを直接目的とはしていないものの、デジタル研究人材の育成に影響を与えてい

る取組は以下の通り。 

 国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）はファンドの申請書にデータ管理計画に関する情

報を記載することを要件とし、誰がその実施に責任を持つのかも含めることとしている。また、デ

ータ管理のトレーニング、さらにファンドを受けたスタッフや研究者の再活用に関するファンドも

提供している。これは図書館員のための研究データ管理のトレーニングツールの継続的な開発にお

けるJPCOARの作業を補完しており、このトレーニングは図書館員がデータ管理計画に必要なスキル

を身に着けるのに役立つ。 

 デルフト工科大学はファンドの必要条件にデータやコードの共有やデータ管理計画を加えること

は、研究者に新しいデータスキルを身に着けさせるためにプラスの影響を与えているとしている。

オランダ研究評議会（NWO）と欧州委員会もこのような要件をつけ、コンプライアンスを強化してい

る。ジャーナルがデータアクセスを要件にしているのもまた同じ効果がある。 

 ドイツ科学情報インフラ会議の報告書に基づき、GESISは職業的及び科学的な研究レベルの双方で必

要な教育の将来のニーズを計画した。過去にはこの分野で職業的なトレーニングプログラムはなか

ったが、今や職業コースから生まれた最初の卒業生は、データのライフサイクルを通じて記録及び

文書化するスキルを身に着け、社会科学の調査作業に携わっている。また、デジタルスキルの科学

教育に加え、GESISが従来型の調査データに補完する新しいデータソースに関するサービスを拡大す

るというビジョンの達成に貢献している。 

 ARDCの取組はオーストラリア政府によるイニシアチブにより強化されている。イニシアチブの一つ

は共同研究インフラ戦略であり、これによりファンドを得たプロジェクトはFAIRデータ原則の尊重

を要件としている。ARDCによって国全体の研究カルチャーがFAIR原則を優先するようシフトし、オ

ンライントレーニングガイドの大規模なレポジトリの提供につながった。 

 

5.6. 目標に向けた各アクション範囲のリンクづけ 

 上記に記載した、5つの主要なアクションに基づき、デジタル人材を育成するために必要な、それぞれに対

応する5つの目標を明らかにすることができる。生産的な科学人材を育成し、確保するには、多数のステーク

ホルダーの間で責任を共有し、様々な関係者が目標に向かって協力することが必要である。 

 5つの目標を、それぞれに関連する5つの主要なアクションと共に並べて記載したのが図4である。 
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図4. デジタル研究ワークフォースのキャパシティの発展に向けた5つの主要なアクションと目標 

 

 第6章、第7章ではそれぞれのアクターがこれらの目標に向けていかに貢献しうるかを検討する。 

 

6. それぞれのアクターに対する提言 

 上述のようにアクション範囲と目標を定義づけたうえで、科学のエコシステムの議論に立ち返ると（4章参

照）、誰が主要な関係者で、これらの目標に向かってとるべき行動は何か、を明らかにすることができる。

政策的な観点から5つの主要な関係者は次のとおりである。①国及び地方政府、②ファンディングエージェン

シー、③専門的な科学協会、④研究機関と研究インフラ、⑤大学。6章では、最初の4グループへの提言をす

でに行われている取組例と共に示す。また、最後に国際協力について可能な取組を簡潔に述べる。大学の役

割については7章に続ける。 

 概要は表2のとおりであり、5つの主要なアクション範囲のどこにどの関係者が一番影響を及ぼしうるかを

示している。 

 

 

 

 

ニーズの定義づ

け、デジタルスキ

ル、フレームワー

ク、役割

トレーニングの提

供

コミュニティ形成

キャリアパスとリ

ワードの構造

デジタルワーク

フォースキャパシ

ティの成功要因

様々な状況におけるデータ

集約型科学に必要な、主要

な能力、スキル、役割を特

定。 

研究者やサポートの専門家

に対し、基礎的なデジタル

スキルやより専門的なスキ

ルのトレーニングを支援す

る。 

新しい専門的な役割、学習

者、講師のためのコミュニ

ティの発展をサポート。 

デジタル人材の育成をより

広範な政策フレームワーク

や取組に統合。 

多様なデジタルスキルを持

ったスタッフを引き付け雇

用するため、学術的な評価

や報酬システムを変える。 
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表2. 5つの主要なアクションにどのアクターが効果をもたらすのか 

 ニーズの定義づ

け 

トレーニングの

提供 

コミュニティ形

成 

キャリアパスと

リワード 

幅広い成功要因 

国及び地方政府 ✔ ✓ ✓ ✓ ✔ 

ファンディング

エージェンシー 
✔ ✓ ✓ ✔ ✔ 

専門的な科学協

会 
✓ ✓ ✔ ✓ ✓ 

研究機関と研究

インフラ 
✓ ✔ ✔ ✔ ✓ 

大学 
✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 

注： 

・太字のチェックマークはアクターが重大な影響を及ぼしうることを示し、それ以外は小さな影響しか及ぼ

さないことを示す。 

・この表は各アクターがどの領域に最も重要な影響を及ぼしうるかを一般化したものであり、実際にはそれ

ぞれの個別の機関によって異なる場合がある。 

 

 当然のことながら、大学はほとんどの国で教育、トレーニング、公的研究の中心であることから、表2は大

学の役割に集中していることを示している。ただし、政策的な観点からは、トップダウンの国家政策によっ

て命令されるのではなく、自らの意思で行う自律的な組織として広く認識されている。同時に、これらの機

関にとってデジタルスキルのあるアカデミックな人材を確保することは重要であり、他のセクターと適切な

デジタルのキャパシティビルディングを設計及び実施するために協力し合い、データ集約型科学に向けて環

境を整えることは、自らの利益のためでもある。大学がとるべき取組の詳細は次章で述べる。 

 組織やコミュニティに対する一般的な提言は、それらのデジタル人材戦略の成熟度を評価し改善すること

である。成熟度のモデルは通常、機関が特定の領域における有効性を評価し、パフォーマンスを改善するに

は何が必要かを理解するために使われ、戦略的なリーダーシップと紐づけられるときに最も効果的となる。

図5では中央政府が国の戦略を評価する際、あるいはあらゆるタイプの機関やコミュニティが内部戦略を改善

する際、といった様々なレベルで使用されうるデジタル人材の成熟度モデルを示す。 
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図5. デジタル人材の成熟度モデル 

レベル3 

浸透 

                   協調的なアプローチ 

                   実行の浸透 

                   文化的な需要 

                   評価の実施 

レベル2 

発展段階 

         デジタルスキルとフレームワーク 

         トレーニングのニーズの査定 

         コミュニティの発展 

         キャリアパスの展開 

         幅広い成功要因 

レベル1 

基礎 

     単独のアプローチ 

     コンプライアンスを確保するためのイニシアチブ 

レベル0 

何もなし 

スキル、トレーニング、コミュニティ、キャリアの問題を認識 

 

6.1. 国または地方政府 

 デジタルスキルを備えた研究人材の発展を加速させるために政府がとるべき手段は数多くある。何よりも

まず、担当当局がこの問題の緊急性と、行動を行わないことによる研究競争力への悪影響の可能性を理解す

ることが重要である。政府に対する提言は次のとおりである。 

 政策レベルで研究におけるデジタルスキルを備えた人材が必要であることを理解し、5つの主要な領域を

取りまとめた戦略的な計画の重要性を認識する。これらの領域はこの人材を育成し維持するために並行

して対応されるべきものである。つまり、ニーズの定義づけ、トレーニングの提供、コミュニティ形

成、キャリアパスとリワード、デジタル人材育成の外部要因、の5つである。 

 国内のデジタル人材のニーズと、研究エコシステムの状況を分析し、戦略的な計画や投資に反映させ、

これらのデジタル人材の不足を解消する。国際的及び分野的な取組と自国の現状を勘案し、それら既存

の取組を活用・支援する有効な方策を検討する。 

 データ集約型科学の恩恵を最適化するのに必要なスピードと規模感で、人材の育成に必要な取組を円滑

に調整する。その際、日々進歩するデータ集約型科学の状況を監視・分析することを継続する。 

 また、データ集約型科学のための環境を整備するため、以下のような幅広い行動をとることも可能であ

る。 

 オープンサイエンスに向けた政策的なサポートや、研究の再現性と研究公正を確保するための取組。 

 データとソフトウェアの出力が出版物と同等の価値を報いるような研究評価システムの導入。 
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 トレーニングの提供、コミュニティ形成、キャリアパスや報酬の構造など、常に変わりゆくデジタルス

キルを備えた人材のニーズに対応するために、積極的かつ柔軟な取組を奨励。 

 全ての教育レベルでデジタルスキルを高め、どの省庁がどの教育段階でどのようなトレーニングを担当

するのかを明示。 

Box 6. 政府は何をすべきか？ 

 フィンランドの教育文化省は2017年にデータ管理と科学的なコンピューターに関するプログラムを

立ち上げたが、これは国家イニシアチブである「オープンサイエンスと研究」の主要な部分を占め

ている。このプログラムは大学で研究や教育をサポートするために、データ管理と研究用の計算機

インフラ、サービスの展開と専門家の育成を目指している。 

 ドイツの科学情報基盤会議はデジタルスキルを備えた人材に焦点を当てている。今後数年にわた

り、研究データにターゲットを絞ったイニシアチブを通してサポートする主な領域は、政策と規

制、デジタルスキルおよび基盤的施設の連携といったものが含まれる（German Council for 

Scientific Information Infrastructures, 2019[45]）。 

 日本の文部科学省によるデータ関連人材育成プログラム（D-DRIVE）は、大学と企業が協力してトレ

ーニングプログラムの開発と実施を支援するものであり、博士課程学生と博士号取得者がデータサ

イエンスに関するスキルを取得することを目的としている。また、企業データを活用した問題解決

型の学習とインターンシップを通じて、実践的なスキルの取得と発展を促している（Ministry of 

Education, Culture, Sports, Science and Technology, n.d.[46]）。 

 南アフリカの科学イノベーション省は、全国の複数機関による「eサイエンス大学院教育及びトレー

ニング・プラットフォーム」を支援している。このプラットフォームは、eサイエンスに関連し急速

に進化する学際分野における、大学院生のトレーニングを促進するために、適切な資格、カリキュ

ラム、教育的な介入を進めている（National e-Science Postgraduate Teaching and Training 

Platform, n.d.[47]）。 

 欧州委員会はヨーロッパ・オープンサイエンス・クラウド（EOSC）に関連するデジタルスキルを扱

う国を超えた多くの取組（政策、プログラム、プロジェクト）を支援している。EOSCは様々なレベ

ルの異なるスキル開発とトレーニングを、いかにEOSCに組み込むかを特定すべく、スキルとトレー

ニングに関するワーキンググループを立ち上げた（EOSCsecretariat.eu, n.d.[48]）。 

 

6.2. 研究ファンディングエージェンシー 

 国によって、政府とファンディングエージェンシーの間で戦略的計画とファンディングに関係する責任の

分担が異なる。戦略的な計画については、上記のような中央政府と地方政府によるアクションは、ファンデ
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ィングエージェンシーともたびたび共有される。重要なことは、これらのアクションが効果的に実施されて

いるかである。同様に、研究ファンディングの場合、メカニズムは国によって異なるが、関連する機関は次

のアクションを対象としている。 

 デジタル人材の育成を支援するファンディングスキームを確保する。これには、例えば、研究者や研究

をサポートする専門家向けのトレーニング構築や開発、学術界と産業界の間での交流プログラム、スタ

ッフを採用する際の給与や採用基準の柔軟性、といったものが含まれる。 

 デジタル集約型科学を支援するには物理的なリソースと人的なリソースの両方が必要であることを認識

し、物理的な研究インフラとデジタル人材に関する計画、政策、投資を連携させる。 

 ファンディングエージェンシーはまた、政府や他の関係者とも責任を共有し、データ集約型科学を可能と

するより広範な環境を生み出さねばならない。政府及びその他関係者は研究がどう行われるかに関する権限

とインセンティブに関して大きな役割を果たしているおり、次のような取組が有効である。 

 データとソフトウェアの管理計画の策定をファンディングする際の要件にし、計画が順守されているこ

とをチェックするプロセスを構築する。 

 データとソフトウェアが成果として適切に評価され、ピアレビューと研究評価過程で考慮されるべきで

あること認識する。 

 研究の責任ある行動、研究公正や倫理に関連するガイドラインやプロセスに、デジタル人材の要素を含

める。 

Box 7. 研究ファンディングエージェンシーは何を行うべきか。 

 能力育成やトレーニングに対するファンディングに加え、ファンディング機関はデジタル人材の育成を

促進するための取組を数多く実施している。 

 トルコの科学技術研究評議会TUBITAKは、オープンサイエンスポリシーの一部として、研究データト

レーニングポータルを開始した（TUBİTAK, n.d.[49]）。このポータルサイトはサンプルデータの管

理計画を共有するリソースを提供し、この共有を通じて研究者がより効率的かつ生産的な方法で科

学研究を実施できるように支援するものである（TUBİTAK, n.d.[50]）。 

 オランダのNWOでは研究者のリワードシステムを変更し、Veniスキームというキャリアの若い研究者

向けのメジャーなファンディングで、文章形式のCV様式を導入した。この新様式は2つのカテゴリ

（学術的なプロフィールと主要成果）からなっており、データやソフトウェアを含む多様なタイプ

の成果を記すことができる（DORA, 2019[51]）。 

 英国芸術・人文科学研究会議（AHRC）は、博士課程学生にデジタルスキルのトレーニングを行うこ

とを求めており、Vitae（高等教育機関、研究機関の博士研究者や研究スタッフ、博士課程に在籍す
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る大学院生の自己啓発、専門的能力開発及びキャリア開発を支援する英国の非営利の全国的ネット

ワーク組織）のフレームワークに基づき、学生は数値、データ管理、統計的手法やソフトウェア、

ウェブやソーシャルメディアのコミュニケーションツールなど、既存、かつ、新しい方法論の知識

と理解を習得することが奨励されている（Arts and Humanities Research Council, 2014[52]）。 

 いくつかの国では、個々の研究や機関に関連する科学、技術、イノベーションといった情報を管理

するシステムを開発している。例えば、Science Experts Network Curriculum Vitae

（SciENcvUSA）、Lattes（ブラジル）、National Academic Research and Collaboration 

Information System（NARCIS、オランダ）およびResearchfish（英国）など。これらのシステムは

キュレーションされたデータやソフトウェア、ワークフローなどを幅広く研究成果として認めてい

る。これにより、データやソフトウェア、それらに関連するスキルの重要性が認識され、研究者や

所属機関の行動を変えるような推進力につながっている。 

 

6.3. 専門的な学会やアカデミア 

 アカデミアや専門的な学会は次のような取組を通じて、彼らのコミュニティの中でデジタル人材の育成を

重視する文化を醸成する役割を担っている。 

 デジタルスキルキャパシティに関する、自身のコミュニティに特化したニーズを定義付け、そのニーズ

を扱うリソースやメカニズムを提唱する。 

 デジタルスキル、フレームワークや役割、トレーニングの提供、コミュニティ形成、キャリアパスと報

酬システムに関する会議やイベントで議論やネットワーキングを促進する。 

 デジタルトレーニングの資料を開発し広く普及させ、カリキュラムの開発に貢献する。 

 データ集約型科学に関し、コミュニティを代表して人材を変革させる計画の策定に貢献する。 

 研究コミュニティや科学政策のレベルに影響を及ぼすような、データ集約型科学とスキルに関する報告

書を作成し、各国におけるグッドプラクティスを共有する。 

Box 8. 専門的な学会は何をすべきか。 

 アメリカ天文学会はCarpentriesの取組を支援し、天文学のためのデータCarpentryワークショップ

のカリキュラム開発を進めている。このワークショップはアメリカ天文学会年次会合にて開催さ

れ、カリキュラムの開発と提供の両方で学会と強くつながっている。 

 オーストラリア人文学アカデミーは2018年から3年間の未来人文学人材プロジェクトを開始した。こ

れは、オーストラリアの人文学研究人材を包括的に説明し、将来どのような知識やスキルが必要に
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なるかの計画できるようにしている。また、データやデジタルリテラシーに重点を置き、将来の研

究環境に向けてスキルと知識の優先順位を見出すことを目的としている（Australian Academy of 

the Humanities, n.d.[53]）。 

 英国の医療科学アカデミーの報告書は健康分野においてAIを利用するための、5つの主要なテーマを

特定し、それにはデータとコンピューティング技術、セクターや分野を超えた仕事、トレーニング

と能力向上が含まれている。また、報告書では、データ人材が研究から離れる主な理由として、学

術界で明確なキャリアパスがなく、給料が低いことが挙げ、これが学問的及び知的な自由を犠牲に

している、と指摘している（The Academy of Medical Sciences, 2019[54]）。 

 

6.4. 研究機関と基盤 

 研究機関や研究基盤はデータ集約型研究に焦点を置き、大容量データの生成および分析を行っている。

ARDC、ELIXIR、GESIS、SSIといった本報告書でケーススタディの対象となった数々の機関が、研究基盤とし

て位置づけられ、幅広いコミュニティにサービスを提供し、MASとTuringは自律的な研究機関あるいは研究拠

点に位置付けられる。これらの機関や大学の間には、研究を生み出し、研究者や研究サポートの専門家を雇

用するという役割に類似点があり、その結果、研究機関と基盤は次章で詳述する大学や司書に向けた提言の

多くを策定するにあたって重要な役割を担っている。研究サービスのプロバイダーであり専門的な研究拠点

として、これらの機関はトレーニングで特に重要な役割を果たす。効果的に役割を実行するには、人材育成

が全体的なミッションの一部を占めていることが理想であり、大学や国内及び国際的なネットワークとの連

携を強め、必要なリソースを備える必要がある。 

Box 9. 研究基盤ができることは何か 

 芸術・人文学デジタル研究基盤（DARIAH-EU, 2019[55]）はヨーロッパの18の加盟国が共同で支援す

るコンソーシアムとしての研究インフラであり、データ管理の実践に関する研究者の指導とトレー

ニングに重きを置いている。DARIAHのミッションは芸術や人文学における研究コミュニティの強化

であり、それに向けて文化や社会に関する知識の創成、接続、共有するためのデジタルの手法を使

っており、DARIAH ERIC Sustainability Refined（DESIR）ウィンタースクールなどのトレーニング

アプローチを行っている。ここでは芸術や人文学のコミュニティで、研究データ管理、キュレーシ

ョン、共有、保存、再利用のスキルを磨くことを目的としている。 

 カナダの研究、産業及び教育の発展のためのネットワークに関する研究ソフトウェアプログラム

（CANARIE, 2020[56]）は、2018年以来、研究者と直接作業を行うためにカナダの研究機関にあるソ

フトウェアチームに資金を提供する研究インフラである。CANARIEはデジタルインフラを計画し実現

する非営利法人だが、その資金のほとんどはカナダ政府が提供している。2020年のファンディング
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では、分野に関係なく研究者がソフトウェアチームを利用できるようにすることを目的としてお

り、先端的な研究に特化したガイダンス、トレーニング、専門知識、ソフトウェア開発を行ってい

る。 

 欧州社会科学データアーカイブコンソーシアム（CESSDA, n.d.[57]）のトレーニングワーキンググ

ループは社会科学と人文学の幅広い分野の中で活躍するCESSDAサービスプロバイダーのスタッフ、

アーキビスト、データプロデューサーあるいは研究者に、トレーニングやアドバイス、あるいは教

育的なリソースを提供する場を設けた。これらは研究データマネージメント、データの発見と利

用、デジタル保存、データのアーカイブなど様々なトピックが含まれる。 

 

6.5. 国際協力 

 3 章で説明したように、本報告書で検討したケーススタディのうちのいくつかは、本質的には国際的なも

の、つまり、国際社会に貢献している。いずれのケーススタディも他のデジタルワークフォースに関するプ

ログラムの理解を深めることに強い関心があり、ほとんどが国内外の他機関の取組を採用したり、参考とし

ている。国際的な関わり合いには様々な形態があり、機関同士のパートナーシップ（CODATA や RDA）や、ト

レーニングの資料やトレーナーの共有といったものも含まれる。国際的なイニシアチブには国や機関のトレ

ーニングと強く結びつくことがしばしば見られるが、正式なパートナーとしては常に認識されているわけで

は無い。機関と国の競争はトレーニングのアジェンダを推進するのには役立つが、経験や資料の共有から得

られるものは多くある。 

 デジタル研究人材のニーズやそれがどの程度満たされているか、つまり、全体的なデジタルの準備段階

（図 5）は国によって異なる（図 2）。持続可能なキャパシティの構築に関しては、国レベルと準国レベルで

の責任が所在するものの、一方では、研究者がどの国に属していようと、科学と社会経済の発展のために研

究できるようにするのは、世界共通の責任である。科学的な研究は本質的には国際的であり、公的な研究デ

ータはグローバルな公共財とみなしうるため、持続可能な開発目標への取組に貢献すべきである。本報告書

で説明したように、データへのアクセスはデータを活用する能力がある場合にのみ役に立つのであり、グロ

ーバルコミュニティには必要なところにはどこであれデジタルスキルを備えた研究キャパシティを構築する

という、共通の責任がある。 

 全てのセクターは次のような機会を利用すべきである。 

 関連する参加可能な国際的な協力にはいつでも従事する。 

 国やコミュニティ全体で、トレーニング資料や優れた取組、経験を共有する。 
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 データ集約型科学から恩恵を受け可能性があるものの、現在のところは非常に限られた能力しかない国

または研究コミュニティにおけるデジタル研究人材育成への取組を支援する。 

Box 10. どのような国際協力が行われているのか。 

 2018年以降、様々な国際的なデータ共通イニシアチブが定期的に会議を開催しており、協力を進めて

いる。ARDC、EOSC、アフリカオープンサイエンスプラットフォーム、NIHデータコモンズ等が参加して

おり、連携や効率性、相互運用性を高めるフレームワークへの収束を目指している5。 

 ELIXIRのトレーニング・プラットフォームには多くの協力者がおり、グローバルなライフサイエンス

のデータコミュニティ構築におけるパートナーシップの重要性を示している。ELIXIRはCarpentries、

CODATA、RDA、H3ABionet（アフリカの人類遺伝と健康のための汎アフリカバイオインフォマティクス

ネットワーク）、欧州高度コンピューティングのためのパートナーシップ（PRACE）、米国NIHのBig 

Data to Knowledge（BD2K、現在はData Commons）、およびバイオインフォマティクスの学習、教育、

トレーニングのためのグローバル組織（GOBLET）などを含む多くの機関やイニシアチブと協力してい

る。このうちのいくつかの機関とは正式なトレーニング協力の協定を結んでいる。また、トレーニン

グやキャパシティビルディングの観点からは、欧州オープンサイエンスクラウドの計画に重要な貢献

を果たしている。 

 研究データ連盟（RDA）は技術と社会の架け橋を築くために、データ集約型科学に関心のある様々なコ

ミュニティを結集するグローバルな草の根的な組織である。RDAは多くのワーキンググループで実用的

な解決策を開発している。例えば、2019年のRDA第14回大会（Plenary 14）ではデータスチュワードシ

ップを専門化するには何が必要でどのような課題があるのかを探るセッションを組み込んだ

（Research Data Alliance (RDA), n.d.[58]）。 

 世界科学データシステム（WDS、国際科学会議ISCUと協力して進めている科学データの保存・活用のた

めの国際事業）を始めとする、データレポジトリに関する数々の国際的なネットワークが確立され、

これらの多くはトレーニングとコミュニティ構築において公式または非公式に役割を果たしている

（OECD, 2017[6]）。 

 

7. 大学への提言 

 ほとんどの国では、データ集約型科学に向けたデジタル人材の能力とスキルの育成に関しては、大学が中

心的な役割を担っている。大学はアカデミックな研究の支援と実施（内的）、また一般的に社会に向けて科

                                                      

5 SciDataCon 2018とRDA総会（Global Open Research Commons Interest Group）にて始まった。  
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学教育を含む教育の提供（外的）の両方に責任がある。政府や研究機関は大学を支援しインセンティブを高

めるのに主要な役割を果たしており、大学は自身のポリシーを設定する自主性と能力を有している。 

 全てのケーススタディで、デジタルスキルのある研究者や研究サポートの専門家の創出と雇用に重要な役

割があることを示している。大学はデジタルスキルを有する科学人材に対するニーズに緊急に対応する必要

性があるが、相応の規模のリーダーシップと投資が必要である。しかしながら、このニーズに大学が十分に

対応することは今後も難しいと、いくつかのコミュニティは考えている。なお、個々の機関には多くの優れ

た取組があり、それらを共有するような組織横断的な取組が増えつつある。 

 大学内でのデジタルスキルの支援と人材育成に目を向けた際、図書館と司書に焦点が集まるのは当然であ

る。司書は自身の仕事でデジタル資産とツールを使用しているため、他の人に対し、データやソフトウェア

を活用するためのトレーニングをすることが可能である。その際、特に、基本的なデジタルスキルやデータ

管理技術についてトレーニングすることが可能である。「トレーニングは研究司書（例えば情報リテラシー

の分野）の典型的なサービスの一つであり、既存スタッフの役割として受け入れられやすい。司書が実施し

ている従来のトレーニングにデジタルスキルのトレーニングを加えることは可能である。」（Cox et al., 

2017[44]）。したがって、司書は必要な投資がなされれば、大学がデジタル人材を増強するための重要なリ

ソースとなりうる。 

 特にコーディングやソフトウェア開発に関連したデジタルスキルを大学でトレーニングするには、コンピ

ュータサイエンスやITの部門が適切である。高性能のコンピューターや専門的な研究データストレージ施設

などを設置する機関も、トレーニングリソースとして使用できる。場合によっては、IT企業6がデジタル研究

のサポートサービスやトレーニングを、大学スタッフや産業界の両方に提供することが可能である。これら

のすべてのケースにおいて、図書館と同様に効果的かつ持続可能であるためには、トレーニングが適切に支

援され、評価される必要がある。実際には、ほとんどの大規模大学では様々なデジタルスキルのトレーニン

グ機能が混在しており、すべての科学的な分野にわたって日々進化するニーズに対応するため、これらが連

携して一体的に実施されることが課題である。 

 図書館を含む大学への主要な提言は表3のとおりである。これらの提言は5つの主要なアクションエリア

（ニーズの定義づけ、デジタルスキルやフレームワーク、役割、トレーニングの提供、コミュニティの育

成、キャリアパスと報酬構造、デジタル人材育成を可能とする外部要因）に分けて記載してある。また内的

（アカデミックな研究に焦点）な活動と外的な活動に分けて記載している。 

                                                      

6 例えば、エジンバラパラレルコンピューティングセンターはエジンバラ大学の研究者と地方の中小企業向けの特別なIT

サービスとトレーニングを提供している（EPCC, n.d.[96]）。 
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表3．大学や図書館に向けた主要な提言 

 注：内的な活動はアカデミックな研究（データ集約型の）に重点が置かれ、外的な活動はより幅広く社会

に向けた科学教育においている。例えば、学部生向けの科学教育にデジタルスキルを組み込むなどが

含まれる。 

内的な活動：学術研究 外的な活動：科学と社会 

1. ニーズの定義づけ：デジタルスキル、フレームワーク、役割 

 デジタル研究のニーズに関する調査を行い、それ

らに対処するための戦略を展開する。 

 デジタルスキルがオープンサイエンスや研究公正

を推進するためのフレームワークに確実に取り込

まれるようにする。 

 デジタルスキルやトレーニングのニーズを図る

ために、非アカデミックのステークホルダー

（例えば、産業界）と協力する。 

2. トレーニングの提供 

 研究者や研究サポートの専門家に基礎的あるいは

専門的なデジタルスキルのトレーニングを幅広く

提供する。 

 スタッフのトレーニングを提供し、ファンドの申

請書に明確に定義づけられた十分なデータ管理計

画やソフトウェアと同等のもの（例えば、ソフト

ウェア管理計画）が確実に記載されるように支援

する。 

 デジタルスキルに研究を管理するために特別に必

要なメンターシップを含める。 

 すべての分野において、一般的な学部生にも基

礎的なデジタルスキルを提供する。 

 学部レベルから生涯学習に至るまで、包括的で

関連性がある最新のデジタルスキルをカリキュ

ラムに取り込む。 

 教育カリキュラムとトレーニングに柔軟性を確

保し、技術的な変化に対応できるようにする。 

 産業界を含む外部ユーザーと協力し、長期的な

デジタル研究トレーニングプログラムを開発し

支援する。 

3. コミュニティビルディング 

 ワークフォースの多様性をデジタルキャパシティ

の主要要素として積極的に推進する。 

 トレーニングの提供、コミュニティの関与、キャ

リア評価におけるリーダーシップの重要性を認識

する。 

 新しい役割を持つデータスチュワードやRSEや、

デジタルスキルのイニシアチブにおけるトレーナ

ーやリーダーたちの専門的なコミュニティの発展

を支援する。 

 データ集約型研究を支援するためにデジタルスキ

ルのサポートデスクを設置し、アシスタンスやそ

のようなスキルを持ったスタッフを研究チームに

取り込む。 

 

4. キャリアパスと報酬構造 
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 デジタルの観点で研究サポートができる専門家を

キャリアの昇進機会と共に確固たるポジションで

雇うようなフレームワークを開発し採用する。 

 キャリアパスと代替的な指標に関して体系的な制

度変更を実施し、あらゆる学問レベルで幅広い研

究への貢献を認識し、報酬を与えるようにする。 

 データセットやソフトウェアを研究のアウトプッ

トとして価値のあるものとして認める。 

 研究チームのすべてのメンバーの貢献を認識する

指標を使用して、ドメイン研究者（domain 

researchers）とデジタルサポートスタッフ間の

協力を奨励する。 

 産業界と学術界の協力や交流を推進し、学術界

の外で成功した人々の中にも、再度学術界に戻

ることを希望している者がいることを認識す

る。 

 セクター間でのデジタルスキルのイニシアチブ

を支援する。 

5. デジタルワークフォースキャパシティに向けた幅広い成功要因 

 オープンサイエンス、再現性、研究公正の原則を

採用する。 

 データ集約型研究における倫理的な問題を評価す

ることのできる評価委員会を設置する。 

 オープンサイエンス、再現性、研究公正を政策

レベルで支援する。 

 デジタル研究人材に求められる能力の定義づけ

や対処方針について、民間セクターと協力す

る。 

 様々な場所にある大学が連携し、学びあい、専門知識とリソースを組み合わせ、共通のデジタル人材のト

レーニングの課題に対処できる可能性は大いにある。非公式のネットワークや交流によってだけではなく、

より公式的なパートナーシップを通じても行うことができ、機関全体のレベル、適切な部局レベル、あるい

は個人的なネットワークを通じても行うことができる。中でも図書館は大学間の関与のための重要である。

大学間協力のいくつかの例はBox 11に示している。 

Box. 11 大学はどのようにして協働するのか 

 ADSAは2019年に米国でデータサイエンスリーダーシップサミットを開催し、データサイエンスの研

究所、センター、プログラム、学部のリーダー、新しいイニシアチブの構築に関心を持つ教員を招

集した。当サミットはデータサイエンスのためのアカデミックなコミュニティの構築を目的として

おり、同様の課題や機会に直面するベスト・プラクティスを共有し、次世代のデータサイエンティ

ストが社会の最善の利益に貢献できるよう準備する際に責任を負うことが必要であることを指摘し

た（The 2019 Data Science Leadership Summit, 2019[59]）。 

 英国再現性ネットワーク（UKRN）は20以上の大学とそのほかのステークホルダーが参加するコンソ

ーシアムであり、活発な研究活動に貢献する要因を調査し、トレーニング活動を促進し、ベスト・

プラクティスを広め、利害関係者と協力して取組を調整している（University of Bristol, 

n.d.[60]）。SSIはUKRNと様々な共同イニシアチブで提携しており、ソフトウェア開発やデータ管理

スキルのトレーニングも含まれている（SSI, 2020[61]）。英国はイングランド北部地域の8大学に
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よる研究パートナーシップ（N8 Research Partnership）間で新たな協力関係を築いており、RSEグ

ループの類似点、課題、機会に関して調査を行っている（N8 CIR, 2020[62]）。 

 2020年初頭に、複数の国の8つの大学ネットワークのリーダーが研究データの権利に関するソルボン

ヌ宣言に署名した。署名者は次のことを宣言する。「オープンな研究データ管理を促進する環境を

生み出すトレーニングとスキル開発のプログラムを立ち上げることを大学に促す」（LERU, 

2020[63]）。署名したのはアメリカ大学協会（AAU）、アフリカ研究大学同盟（ARUA）、フランス研

究型大学（CURIF）、ドイツU15、欧州研究大学リーグ（LERU）、日本学術研究懇談会（RU11）、英

国ラッセルグループ、オーストラリアGroup of Eight（Go8）である。 

 

大学図書館は様々な方法でデジタル科学人材の育成に向けて、努力を行っている。 

 JPCOARは、他の機関が公開しているトレーニング資料も使用して、日本の大学図書館員に向けてオ

ンライントレーニングコースを開発している。これらのコースは全国的なMOOCプラットフォームを

介して提供され、基礎的な研究データ管理スキルに特化している。 

 オーストラリア司書協会（CAUL）は次の二つの目標を設定し、デジタルDexterity（器用）プログラ

ムを導入した。１つめの目標は、自らのミッションを遂行する上でデジタルに”精通している”こ

とやCAULに自発的に参加することが重要であることをオーストラリアの大学が認識すること。２つ

目の目標は、卒業生がデジタルスキルを利用して、グローバルな職場環境で成長し、グローバルな

市民として活躍することである（Council of Australian University Librarians, 2019[64]）。 

 カナダの研究図書館協会（CARL）は会員向けのデータサービスとスキル開発をサポートし、データ

管理計画など、必要に応じた全国的なサービスを提供することを目的とし、複数年の活動に資金を

提供している。継続にあたっては連邦政府からのファンドも集めている。 

 ヨーロッパの研究図書館ネットワークである” Ligue des Bibliothèques Européennes de 

Recherche (LIBER)”は、物理的かつバーチャルな研究環境におけるデジタルスキルとサービスのハ

ブとしての研究図書館を展開している。LIBERはトレーニングやデータサービスを会員向けに提供

し、データスキルの開発を支援するために政府機関と連携している。 

 

8. 結び：一貫した政策的措置の必要性 

 デジタルテクノロジーはこれまでの科学を変化させており、デジタルスキル人材は科学の可能性やデータ

集約型科学の社会経済的な便益を最大化にするために必要である。デジタルトランスフォーメーションに関

連する人材の課題に対応するには、スピードを加速させ規模を拡大させる必要がある。多くの国の様々な機

関が研究のためのデジタル人材に関する課題を解決するイニシアチブに取り組んでいるが、より有益なもの

とするには協力が必要である。多くの優れたイニシアチブが進行中であり、他の取組から学ぶべきものは多

い。 

 本報告書はデータ集約型科学に向けた人材を育成し、持続させるために必要な要素を検討し、5つの主要な

アクション領域、つまり、定義づけ、トレーニングの提供、コミュニティ形成、キャリアパスと報酬、デジ
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タル人材育成のための外部要因、に焦点を置いた。様々な分野のあらゆるレベルでこれらを扱う多くの取組

があるが、5つすべてを包括する戦略的な施策はほとんどない。 

 サイエンスエコシステム全体にわたり、様々な関係者がこれらの分野で実践している。本報告書では政策

立案者やその他の関係者が注力する主要な領域を特定し、デジタルスキルを備えた人材の加速に向けたアク

ションについて具体的な提言を記載した。 

 個人あるいは機関がデータ集約型科学に向けたデジタルスキルを磨くために積極的に取り組んでおり、彼

らの努力が次のような共通のビジョンを達成するため、政策立案者は効果を最大化するための十分な規模の

支援を実行する必要がある： 

 効果的な政策、インセンティブ、投資が未来志向の世界をリードする研究人材を支え、データ集約型科学

の可能性を最大限に引き出し、複雑な社会的課題へのソリューションを提供できる。 
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